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　源泉徴収についてお分かりにならない点などがありましたら、ご遠慮なく
税務署にお尋ねください。

　社会保障・税番号制度の導入により、平成 27年 10月以降、個人番号及び法人番号の
通知が開始され、平成 28年１月以後に税務署へ提出いただく申告書・法定調書等に番
号の記載が必要となります。
　社会保障・税番号制度についての詳しい情報は、国税庁ホームページ（www.nta.
go.jp）内の「社会保障・税番号制度について」をご覧ください。
　なお、「社会保障・税番号制度について」のページは、国税庁ホームページのトップペー
ジの右下にある「社会保障・税番号制度」の入口から簡単にアクセスすることができます。

【平成 25年 1月から復興特別所得税が創設されています】

源泉徴収のしかた

★　所得税の源泉徴収の対象となる所得の支払をする際は、復興特別所得税を併せて源
　泉徴収する必要がありますので、ご注意ください。
★　年末調整により年税額を算出する際は、復興特別所得税を含めて算出（年調所得税
　額に 102.1％を乗じて算出）する必要がありますので、ご注意ください。

【社会保障・税番号制度の導入について】



　この「源泉徴収のしかた」は、給与の源泉徴収事務を中心にその概要を説明したもの
です。正しく源泉徴収をするため、この説明書を十分活用していただきたいと思います。

凡　　　例

１�　この「源泉徴収のしかた」は、平成２６年１１月１日現在の所得税関係法令の規定に基づいて作成
してあります。
２　文中で用いている略語は、次のとおりです。
　所　　　法……………所得税法（昭４０法律第３３号）
　所　　　令……………所得税法施行令（昭４０政令第９６号）
　所　　　規……………所得税法施行規則（昭４０大蔵省令第１１号）
　措　　　法……………租税特別措置法（昭３２法律第２６号）
　措　　　令……………租税特別措置法施行令（昭３２政令第４３号）
　措　　　規……………租税特別措置法施行規則（昭３２大蔵省令第１５号）
　法　　　法……………法人税法（昭４０法律第３４号）
　平 ○ 改 正
　法 附 則……………所得税法等の一部を改正する法律（平○法律第△号）附則

　復興財確法……………東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保
　　　　　　　　　　　に関する特別措置法（平２３法律第１１７号）
　復 興 特 別
　所得税省令……………復興特別所得税に関する省令（平２４財務省令第６号）

　実施特例省令……………�租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関す
る法律の施行に関する省令（昭４４大蔵・自治省令第１号）

　基　　　通……………所得税基本通達（昭４５直審（所）３０）
　措　　　通……………昭６３. ３. ３１付直法６−８ほか１課共同「租税特別措置法に係る所得税の取扱い
　　　　　　　　　　　  《源泉所得税関係》について」通達
　措通（譲）………………�平１４. ６. ２４付課資３−１ほか３課共同「租税特別措置法（株式等に係る譲渡

所得等関係）の取扱いについて」通達
３　文中、例えば「所法９①三イ」とあるのは、所得税法第９条第１項第３号イの条項を示します。
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第１　源泉徴収制度の概要

Ⅰ　源泉徴収制度の意義
　所得税は、所得者自身が、その年の所得金額とこれに対する税額を計算し、これらを自主的に申告して納
付する、いわゆる「申告納税制度」が建前とされていますが、これと併せて特定の所得については、その所
得の支払の際に支払者が所得税を徴収して納付する源泉徴収制度が採用されています。
　この源泉徴収制度は、①給与や利子、配当、税理士報酬などの所得を支払う者が、②その所得を支払う際
に所定の方法により所得税額を計算し、③支払金額からその所得税額を差し引いて国に納付するというもの
です。
　また、復興特別所得税においても、平成 25 年 1 月 1 日から平成 49 年 12 月 31日までの間に生じる所得の
うち、所得税の源泉徴収の対象とされている所得については、所得税を徴収する際に、復興特別所得税を併
せて徴収し、徴収した所得税と併せて納付する源泉徴収制度が採用されています。
　この制度により源泉徴収された所得税及び復興特別所得税の額は、源泉徴収だけで課税関係が終了する源
泉分離課税の利子所得などを除き、最終的にはその年の年末調整や確定申告によって精算されます。

　源泉徴収制度においては、源泉徴収に係る所得税及び復興特別所得税を徴収して国に納付する義務のある
者を「源泉徴収義務者」といいます。源泉徴収の対象とされている所得の支払者は、それが会社や協同組合
である場合はもちろん、学校、官公庁であっても、また、個人や人格のない社団・財団であっても、全て源
泉徴収義務者となります（所法６、復興財確法 8②）。
　ただし、常時２人以下の家事使用人のみに対して給与等の支払をする個人が支払う給与等や退職手当等、
税理士報酬などの報酬・料金等については、源泉徴収をする必要はありません（所法１８４、２００、２０４②二）。

　源泉徴収義務者が源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税は、その納税地の所轄税務署に納付すること
になります。この場合の納税地は、原則として、源泉徴収の対象とされている所得の支払事務を取り扱う事
務所や事業所等のその支払の日における所在地とされています（所法１７、復興財確法 11②）。
　なお、その支払事務を取り扱う事務所等の移転があった場合には、移転前の支払に対する源泉所得税及び
復興特別所得税の納税地は、移転の届出書に記載すべき移転後の事務所等の所在地とされています（所法
１７、所令５５①）。

１　「給与支払事務所等の開設届出書」の提出
　�　給与等の支払者は、次の事実が生じた場合には、その事実が生じた日から１か月以内に「給与支払事務
所等の開設届出書」を、その給与支払事務所等の所在地の所轄税務署長に提出することになっています（所
法２３０、所規９９）。

　⑴　新たに給与等の支払事務を取り扱う事務所等を設けたこと（例えば、法人の設立、支店や営業所の開
設等）。

　⑵　支店、営業所等で新たに給与等の支払事務を取り扱うこととなったこと。
　（注）個人が新たに事業を始めたり、事業を行うための事務所などを設けたりした場合には、「個人事業の開業等届出書」

を所轄税務署長に提出することになっていますので（所法２２９）、この届出書の提出は不要です（所法２３０）。

２　「給与支払事務所等の移転（廃止）届出書」の提出
　�　給与等の支払者は、次の事実が生じた場合には、その事実が生じた日から１か月以内に「給与支払事務
所等の移転（廃止）届出書」を、その給与支払事務所等の所在地の所轄税務署長に提出することになって
います（所法２３０、所規９９）。

　⑴　解散や廃業、休業等により給与等の支払がなくなったこと。
　⑵　支店や営業所等で給与等の支払事務が本店や主たる事務所等へ引き継がれたこと。
　⑶　給与等の支払事務を取り扱う事務所等を移転したこと。
　（注）１　個人の事業者が事業を行う事務所等を移転したり廃止したりした場合には、「個人事業の廃業等届出書」を所轄税

務署長に提出することになっていますので（所法２２９）、この届出書の提出は不要です（所法２３０）。
　 　　２　給与等の支払事務を取り扱う事務所等を移転した場合には、移転前及び移転後のそれぞれの納税地の所轄税務署

長にこの届出書を提出することになっています（所規９９）。

Ⅱ　源泉徴収義務者

Ⅲ　源泉所得税及び復興特別所得税の納税地

Ⅳ　給与支払事務所等の届出
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Ⅵ　源泉徴収をする時期
　所得税及び復興特別所得税の源泉徴収をする時期は、現実に源泉徴収の対象となる所得を支払う時です。し
たがって、これらの所得を支払うことが確定していても、現実に支払われなければ原則として源泉徴収をする必
要はありません。
（注）１�　源泉徴収を行う際の「支払」には、現実に金銭を交付する行為のほか、元本に繰り入れ又は預金口座に振り替える

などその支払の債務が消滅する一切の行為を含みます（基通１８１〜２２３共−１）。
　　２�　配当等、役員賞与、組合契約事業から生ずる利益の配分については、現実に支払っていない場合でも一定期間が経

過した日に支払ったものとみなされ、源泉徴収をする必要があります（所法１８１②、１８３②、２１２⑤）。

支払を受ける者 源 泉 徴 収 の 対 象 と さ れ て い る 所 得 の 種 類

居 住 者
（所法２①三）
国内に住所を有
する個人又は現
在まで引き続い
て１年以上居所
を有する個人

１ 利子等（所法２３、１８１①、措法３の３①③、４の４①、６②）
２ 配当等（所法２４、２５、１８１②、措法８の２①、８の３①③、９の２②、９の３の２ 、３７の１１の６⑥）
３ 給与等（所法２８、１８３）
４ 退職手当等（所法３０、３１、１９９、措法２９の６）
５ 公的年金等（所法３５③、２０３の２）
６ 報酬・料金等（「３給与等」又は「４退職手当等」に該当するものを除きます。）（所法２０４、措法
４１の２０）
７ 保険業法に規定する生命保険会社、損害保険会社等と締結した保険契約等に基づく年金（所法２０７）
８ 定期積金の給付補 金等（所法１７４三～八、２０９の２、措法４１の１０）
９ 匿名組合契約等に基づく利益の分配（所法２１０）
１０ 特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等（措法３７の１１の４）
１１ 懸賞金付預貯金等の懸賞金等（措法４１の９）
１２ 割引債の償還差益（措法４１の１２）

内 国 法 人
（所法２①六）
国内に本店又は
主たる事務所を
有する法人

１ 利子等（所法１７４一、２１２③、措法３の３②③、６②）
２ 配当等（所法１７４二、２１２③、措法８の２③、８の３②③、９の２①②、９の３の２ ）
３ 定期積金の給付補 金等（所法１７４三～八、２１２③）
４ 匿名組合契約等に基づく利益の分配（所法１７４九、２１２③）
５ 馬主が受ける競馬の賞金（所法１７４十、２１２③）
６ 懸賞金付預貯金等の懸賞金等（措法４１の９）
７ 割引債の償還差益（措法４１の１２）

非 居 住 者
（所法２①五）
居住者以外の
個人

及び
外 国 法 人
（所法２①七）
内国法人以外の
法人

１ 次に掲げる対価等で国内にその源泉があるもの（所法１６１一の二～十二、２１２①②⑤、措法９の３
の２①、３７の１１の６⑥、４２①）
国内において行う組合契約事業から生ずる利益の配分（国内に恒久的施設を有しない非居住者
又は外国法人が支払を受けるものを除きます。）
（注）「組合契約事業」とは、所得税法第１６１条第１号の２に規定する組合契約に基づいて行う事業をいいます。
国内にある土地等の譲渡による対価
国内において人的役務の提供事業を行う者が受けるその役務提供の対価
国内にある不動産、船舶、航空機などの貸付けの対価及び地上権などの設定の対価
国内にある営業所等に預け入れられた預貯金の利子等
内国法人から受ける剰余金の配当、利益の配当、剰余金の分配又は基金利息、国内にある営業
所等に信託された投資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除きます。）又は
特定受益証券発行信託の収益の分配
国内において業務を行う者に対するその国内業務に係る貸付金の利子
国内において業務を行う者から受けるその国内業務に係る工業所有権、著作権等の使用料又は
譲渡の対価
給与等その他人的役務の提供に対する報酬のうち、国内において行う勤務等に基因するもの、
公的年金等のうち一定のもの、退職手当等のうち受給者が居住者であった期間に行った勤務等に
基因するもの（非居住者のみ）
国内において行う事業の広告宣伝のための賞金
国内にある営業所等を通じて保険業法に規定する生命保険会社、損害保険会社等と締結した保
険契約等に基づく年金
国内の営業所等が受け入れた定期積金の給付補 金等
国内において事業を行う者に対する出資につき、匿名組合契約等に基づいて受ける利益の分配

２ 外国特定目的信託の利益の分配又は外国特定投資信託の収益の分配（措法９の６）
３ 国内に恒久的施設を有する非居住者が行う特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等（措法
３７の１１の４）
４ 懸賞金付預貯金等の懸賞金等（措法４１の９）
５ 割引債の償還差益（措法４１の１２）

Ⅴ　源泉徴収の対象となる所得の範囲
　源泉徴収の対象となる所得の範囲は、その所得の支払を受ける者の区分に応じて次の表のとおりとなって
います。
　なお、これらのうち主なものについては、それぞれの項で説明します。
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１　納付期限
　�　源泉徴収義務者が源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税は、原則として、その源泉徴収の対象とな
る所得を支払った月の翌月１０日までに納付しなければならないことになっています（所法１８１ほか）。

　�　なお、この納付期限の日が日曜日、祝日などの休日や土曜日に当たる場合には、その休日明けの日が納
付期限となります（国税通則法１０②、国税通則法施行令２②）。

　�　この納付期限までに納付されない場合には、原則として源泉徴収義務者は延滞税や不納付加算税などを
負担しなければならないことになります（国税通則法６０、６７、６８）。

２　納期の特例
　�　給与等の支給人員が常時１０人未満である源泉徴収義務者については、「源泉所得税の納期の特例の承認
に関する申請書」を提出してその承認を受けることにより、給与等や退職手当等、税理士等の報酬・料金
について源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税を次のように年２回にまとめて納付する、納期の特例
の制度が設けられています（所法２１６、２１７）。
　�　なお、この申請書を提出した日の属する月の翌月末日までに税務署長から承認又は却下の通知がない場
合には、その申請月の翌月末日において承認があったものとされ、その申請月の翌々月の納付分からこの
特例が適用されます（所法２１６、２１７⑤）。

（注）１　納期の特例の対象は、次に掲げるものに限られます（所法２１６）。
①　給与等及び退職手当等（非居住者に支払ったこれらのものを含みます。）について源泉徴収をした所得税及び復
　興特別所得税
②�　弁護士（外国法事務弁護士を含みます。）、司法書士、土地家屋調査士、公認会計士、税理士、社会保険労務士、
弁理士、海事代理士、測量士、建築士、不動産鑑定士、技術士等に支払った所得税法第２０４条第１項第２号に掲げ
る報酬・料金について源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税

　２�　この申請書が郵便又は信書便により提出された場合には、その郵便物又は信書便物の通信日付印により表示され
た日に提出されたものとみなされます（国税通則法２２）。

３　納付の手続
　�　源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税は、e-Tax（イータックス）を利用して納付するか又は「所
得税徴収高計算書（納付書）」を添えて最寄りの金融機関若しくは所轄の税務署の窓口で納付します（所
法２２０、所規８０、措令２５の１０の１１⑥、２５の１０の１３⑬、２６の１０①、国税通則法３４①、復興財確法２８⑤、復興
特別所得税省令６）。
　�　また、所得税徴収高計算書（納付書）の種類とその使用区分は、次の表のとおりですが、納付に当たっ
ては、税務署からお知らせしている整理番号を忘れずに納付書に記入してください。
　�　なお、e-Tax に関する詳しい情報は、e-Tax ホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】でご確認ください。

Ⅶ　源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税の納付

区 　 　 分 納 付 期 限
１月から６月までの間に源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税 ７月１０日
７月から１２月までの間に源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税 翌年１月２０日

所得税徴収高計算書（納付書）の種類 略 号 左の納付書を使用する所得の種類

給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（納付
書）（一般用及び納期特例用）

給与所得、退職所得及び弁護士、税理士等の報酬・
料金

報酬・料金等の所得税徴収高計算書（納付書）
弁護士、税理士等の報酬・料金以外の報酬・料金等、
生命・損害保険契約等に基づく年金及び公的年金等

利子等の所得税徴収高計算書（納付書）
利子所得、投資信託（法人課税信託を除きます。）又は特定受益証券
発行信託の収益の分配及び匿名組合契約等に基づく利益の分配

配当等の所得税徴収高計算書（納付書）
配当所得（投資信託（法人課税信託を除きます。）、特定受
益証券発行信託の収益の分配及び源泉徴収選択口座に受け
入れた上場株式等に係る配当所得を除きます。）

非居住者・外国法人の所得についての所得税徴収高
計算書（納付書）

非居住者及び外国法人に支払う各種の所得（割引債の償還差益、源泉
徴収を選択した特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等及び源
泉徴収選択口座に受け入れた上場株式等に係る配当所得を除きます。）

償還差益の所得税徴収高計算書（納付書） 割引債の償還差益

定期積金の給付補てん金等の所得税徴収高計算書
（納付書）

定期積金の給付補塡金等及び懸賞金付預貯金等の懸
賞金等

上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉
徴収選択口座内配当等の所得税徴収高計算書（納付書）

源泉徴収を選択した特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得
等及び源泉徴収選択口座に受け入れた上場株式等に係る配当所得
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第２　給与所得の源泉徴収事務

　居住者に支払う給与所得の源泉徴収事務は、月々（日々）行う給料や賞与などの源泉徴収の事務と年末に
行う年末調整の事務とに大別され、①課税対象となる給与所得の範囲、②配偶者控除や扶養控除などの各種
控除の適用要件、③税額表の使い方や具体的な税額計算の方法などが、そのポイントとなります。
（注）�　居住者と非居住者との区分は、その人の国籍や在留資格（入国ビザ）には関係がなく、その人が国内に住所を有する
か又は国内に継続して１年以上居所を有するかどうかなどにより判定しますが、次の場合には、それぞれ次のように取
り扱われます。

　　１�　国内に居住することとなった人が、国内に継続して１年以上居住することを通常必要とする職業を有するような
場合には、その人は国内に住所を有する人と推定されます（所令１４）。

　　２�　国外に居住することとなった人が、国外に継続して１年以上居住することを通常必要とする職業を有するような
場合には、その人は国内に住所を有しない人と推定されます（所令１５）。

　給与所得の源泉徴収事務のあらまし及び源泉徴収を行うに当たって使用する税額表や申告書等は、次のと
おりです。これらの税額表や申告書等は、税務署に用意してあります。
　また、国税庁では、源泉徴収義務者の方に最新の情報をお届けするため、国税庁ホームページ内に特設ペ
ージとして「源泉徴収義務者の方へ」のページ【www.nta.go.jp/gensen/index.htm】を設けています。
　この「源泉徴収義務者の方へ」のページでは、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」などの各種様
式や、「源泉徴収のあらまし」などの各種手引・パンフレットをはじめ、源泉所得税に関する質疑応答事例
など源泉徴収の手続に際し必要となる情報を掲載していますので、是非ご利用ください。
　なお、「源泉徴収義務者の方へ」のページは、国税庁ホームページのトップページの左下にある「源泉徴
収義務者の方へ」の入口から簡単にアクセスすることができます。

Ⅰ　源泉徴収事務のあらまし

○・月々（日々）の給料や賞与などを支払う際に行う源泉徴収事務

〈事務の内容〉 〈使用する税額表や申告書等〉

１　控除対象配偶者、控除対象扶養親族などの内容
　　の確認 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書

給与所得の源泉徴収税額表（月額表及び日額表）、
賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表

給与所得・退職所得に対する源泉徴収簿

給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（納付
書）

２　給料や賞与などに対する源泉徴収税額の計算

３　源泉徴収税額の徴収とその事績の記録

４　源泉徴収税額の納付

………

………

………

………

○・年末調整事務等

〈事務の内容〉 〈使用する税額表や申告書等〉

５　生命保険料・地震保険料控除、配偶者特別控
　除、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除な
　どの各種控除額の確認

給与所得者の保険料控除申告書 兼 給与所得者の配偶
者特別控除申告書、給与所得者の（特定増改築等）
住宅借入金等特別控除申告書

年末調整のための算出所得税額の速算表、年末調整等
のための給与所得控除後の給与等の金額の表、給与所
得・退職所得に対する源泉徴収簿、給与所得・退職所
得等の所得税徴収高計算書（納付書）

給与所得の源泉徴収票

６　年末調整による過不足税額の精算と納付

７　源泉徴収票の本人交付と税務署への提出

………

………

………
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　給与所得には、通常の俸給や給料、賃金、賞与のほか、諸手当やいわゆる現物給与も含まれます。
　この給与所得の範囲について注意していただく点は、おおむね次のとおりです。
１　通勤手当等
　�　通勤手当（通常の給与等に加算して支給されるものに限ります。）や通勤用定期乗車券（これらに類す
る乗車券を含みます。）は、次の区分に応じ、それぞれ１か月当たり次の金額までは課税されないことに
なっています（所法９①五、所令２０の２）。

　（注）	 １�　　「合理的な運賃等の額」とは、通勤のための運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認め
られる通常の通勤の経路及び方法による運賃又は料金の額をいいます。

　　　　　 �　この「合理的な運賃等の額」には、新幹線鉄道を利用した場合の特別急行料金は含まれますが、グリーン料金
は含まれません（基通９−６の３）。

　　　	 ２�　　「運賃等の額」には、消費税及び地方消費税相当額が含まれます。したがって、消費税及び地方消費税込みの
運賃等の額が、上記の「課税されない金額」以下であれば、課税される金額はないことになりますが、消費税及
び地方消費税込みの運賃等の額が、上記の「課税されない金額」を超える場合には、その超える部分の金額が課
税の対象となります（平元直法６−１（最終改正平２６課法９−１））。

　　　	 ３�　平成２６年１０月１７日付で所得税法施行令の一部を改正する政令（平成２６年政令第３３８号）が公布され、上記
の「②自動車や自転車などの交通用具を使用している人に支給する通勤手当」欄の「課税されない金額」は改正
されました（上記の金額は改正後の金額となっています。）。なお、この改正後の金額は、平成２６年４月１日以後
に支払われるべき通勤手当から適用されます。

２　特殊な給与等

Ⅱ　給与所得の範囲

区 分 課 税 さ れ な い 金 額

① 交通機関又は有料道路を利用している人に支給する通勤手当 １か月当たりの合理的な運賃等の額
（最高限度 １００，０００円）

② 自動車や自転車などの交通
用具を使用している人に支給
する通勤手当 ２８，０００円

通勤距離が片道５５キロメートル以上
である場合 ，００円

通勤距離が片道３５キロメートル以上
４５キロメートル未満である場合

通勤距離が片道４５キロメートル以上
５５キロメートル未満である場合

２４，４００円

通勤距離が片道２５キロメートル以上
３５キロメートル未満である場合 １８，７００円

通勤距離が片道１５キロメートル以上
２５キロメートル未満である場合 １２，９００円

通勤距離が片道１０キロメートル以上
１５キロメートル未満である場合 ７，１００円

通勤距離が片道２キロメートル以上
１０キロメートル未満である場合 ４，２００円

通勤距離が片道２キロメートル未満
である場合 （全額課税）

③ 交通機関を利用している人に支給する通勤用定期乗車券 １か月当たりの合理的な運賃等の額
（最高限度 １００，０００円）

④ 交通機関又は有料道路を利用するほか、交通用具も使用している人
に支給する通勤手当や通勤用定期乗車券

１か月当たりの合理的な運賃等の額
と②の金額との合計額

（最高限度 １００，０００円）

３１６

区 分 取 扱 い

旅 費

給与所得を有する人の次に掲げる旅行に必要な支出に充てるため支給される金品でその旅行につ
いて通常必要と認められるものについては、課税されません（所法９①四）。
① 勤務する場所を離れてその職務を遂行するために行う旅行
② 転任に伴う転居のために行う旅行

宿 日 直 料

宿日直料は、宿日直を本来の職務とする人の宿日直料など一定のものを除き、１回の宿日直につ
いて支給される金額のうち４，０００円（宿直又は日直の勤務をすることにより支給される食事がある
場合には、４，０００円からその食事の価額を控除した残額）までの部分については、課税されません
（基通２８－１）。

交 際 費 等
交際費や接待費などとして支給される金品は原則として給与等とされますが、使用者の業務のた
めに使用したことの事績の明らかなものについては、課税されません（基通２８－４）。

結婚祝金品等
雇用契約等に基づいて支給される結婚、出産等の祝金品は、その金額が支給を受ける人の地位な
どに照らして社会通念上相当と認められるものであれば、課税されません（基通２８－５）。
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３　現物給与の取扱い
　�　給与等は金銭で支給されるのが普通ですが、食事の現物支給や商品の値引販売などのように物や権利そ
の他の経済的利益で支給されることがあります。

　�　このような、いわゆる現物給与も給与等に当たりますが、現物給与には、①職務の性質上欠くことので
きないもので主として使用者側の業務遂行上の必要から支給されるもの、②換金性に欠けるもの、③その
評価が困難なもの、④受給者側に物品などの選択の余地がないものなど、金銭による給与等と異なる性質
があり、また、⑤政策上特別の配慮を要するものなどもあるため、特定の現物給与については、課税上金
銭による給与等とは異なった次のような特別の取扱いが定められています。

区 分 取 扱 い

葬祭料、香典、
見舞金等

葬祭料や香典、災害等の見舞金は、その金額が社会通念上相当と認められるものであれば、課税
されません（基通９－２３）。

労働基準法等
の規定による
各 種 補 償 金

労働基準法や船員法の規定により受ける療養の給付や休業補償などについては、課税されません
（所法９①三イ、所令２０①）。

学 資 金 等

学資金は非課税とされています（所法９①十五）が、使用者から就学中の子弟を有する使用人等
に対し学資金の名目で支給される金品や使用者から使用人等に対しその使用人等の学資に充てるた
め支給される金品は、業務遂行上の必要に基づき、技術の習得等をさせるために支給されるものな
ど、一定の範囲内のものを除き、給与等とされます（基通９－１４、９－１５、９－１６）。

区 分 取 扱 い

食 事 の 支 給

使用者が支給する食事については、その支給を受ける人がその食事の価額の半額以上を負担すれ
ば、原則として課税されません。ただし、その食事の価額からその人の負担した金額を控除した残
額（使用者の負担額）が月額３，５００円を超えるときは、その使用者の負担額（その食事の価額－その
人の負担した金額）が給与所得とされます（基通３６－３８の２）。
この場合の使用者の負担額が３，５００円を超えるかどうかは、消費税及び地方消費税の額を除いた金
額により判定します（平元直法６－１（最終改正平２６課法９－１））。
　なお、使用者が支給する食事については、次に掲げる金額により評価します（基通３６－３８）。
① 使用者が調理して支給する食事については、その食事の材料や調味料等に要した、いわゆる直

② 使用者が飲食店等から購入して支給する食事については、その購入価額
以上のほか、通常の勤務時間外に宿日直又は残業をした人に対し、これらの勤務をすることによ
り支給する食事については、課税されません（基通３６－２４）。

制服等の支給
職務の性質上制服を着用しなければならない人に対して支給又は貸与する制服その他の身の回り
品、事務服、作業服等については、課税されません（所法９①六、所令２１二、三、基通９－８）。

社宅等の貸与

使用人等に対して社宅や寮等を貸与することにより使用人等が受ける経済的利益については、使
用人等から一定の算式により求めた社宅等について通常支払うべき賃貸料の額以上の賃貸料を徴収
していれば課税されませんが、使用人等から徴収している賃貸料が、その社宅等について通常支払
うべき賃貸料の額を下回っている場合には、その差額が給与所得とされます（基通３６－４０～３６－４８）。
なお、役員に貸与している社宅が、いわゆる豪華社宅である場合には、通常の賃貸料の額は一般
の賃貸住宅とした場合に通常支払うべき使用料の額により評価することとされています（平７課法
８－１）。

レクリエーショ
ンの費用の負担

レクリエーションのために社会通念上一般的に行われていると認められる会食、旅行、演
芸会、運動会等の行事の費用を使用者が負担することにより、その行事に参加した人が受け
る経済的利益については、自己の都合でその行事に参加しなかった人に対してその参加に代
えて金銭を支給する場合や役員だけを対象としてその行事の費用を負担する場合を除き、課
税されません（基通３６－３０）。
なお、レクリエーション旅行については、旅行期間が４泊５日（目的地が海外の場合は目

的地における滞在日数）以内であるなど一定の要件を満たしており、かつ、その経済的利益
の額が少額不追求の趣旨を逸脱しない範囲内である場合には、原則として課税しなくて差し
支えありません（昭６３直法６－９、平５課法８－１改正）。

接費の額
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区 分 取 扱 い

永年勤続記念品
等の支給

永年にわたり勤務した人の表彰に当たり、その記念として旅行、観劇等に招待し、又は記
念品を支給することによる経済的利益で、その表彰が、おおむね１０年以上勤続した人を対象
としたものであるなど一定の要件を満たすものについては、課税されません（基通３６－２１）。

創業記念品等の
支給

創業記念、増資記念、工事完成記念又は合併記念等に際し、その記念として支給する記念
品で、その支給する記念品が、社会通念上記念品としてふさわしいものであって、その価額
（処分見込価額により評価した価額）が１０，０００円以下のものであるなど一定の要件を満たす
ものについては、建築業者、造船業者等が請負工事又は造船の完成等に際して支給するもの
でない限り、課税されません（基通３６－２２）。
なお、その価額が１０，０００円以下のものであるかどうかは、消費税及び地方消費税の額を除

いた金額により判定します（平元直法６－１（最終改正平２６課法９－１））。

商品、製品等の
値引販売

使用者が取り扱う商品、製品等（有価証券及び食事を除きます。）の値引販売をすることに
よる経済的利益については、値引販売の価額が、使用者の取得価額以上で、しかも、通常他
に販売する価額のおおむね７０％以上であるなど一定の要件を満たす場合には、課税されませ
ん（基通３６－２３）。

金銭の無利息
貸付け等

使用者が金銭を無利息又は低い金利で貸し付けたことによる経済的利益については、①そ
の経済的利益が、災害、疾病等により一時的に多額な生活資金を要することとなった人に対
してその資金に充てるための貸付けにより供与されるものである場合、②使用者における借
入金の平均調達金利など合理的と認められる貸付利率により利息を徴している場合、又は、
③その供与される経済的利益の合計額が年間５，０００円以下の場合には、課税されません（基通
３６－２８）。

福利厚生施設の
利用

福利厚生施設の運営費などを使用者が負担することにより利用者が受ける経済的利益につ
いては、その額が著しく多額である場合や役員だけを対象としてその経済的利益が供与され
る場合を除き、課税されません（基通３６－２９）。

　給与等の支払を受ける人は、毎年最初に給与等の支払を受ける日の前日までに「給与所得者の扶養控除等
（異動）申告書」を給与等の支払者（２か所以上から給与等の支払を受けている人は主たる給与等の支払者）
に提出しなければならないことになっています（所法１９４①）。
　この申告書は、扶養親族や控除対象配偶者などがいない人でも提出しなければならないこととされており、
この申告書の提出のない人が支払を受ける給与等については、源泉徴収税額表の「乙」欄（この申告書を提
出した場合よりも高い税率となっています。）が適用されることになりますので、この申告書を提出できる
人（主たる給与の支払者から給与の支払を受ける人）についてはこれを提出するよう指導してください。
　なお、給与等の支払を受ける人から受理したこの申告書は、税務署長から提出を求められるまでの間は、
提出を受けた給与等の支払者が保存するものとされています（所規 76 の 3）。

Ⅲ　給与所得者の扶養控除等（異動）申告書
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1

2

3

○住民税に関する事項

◎　「16歳未満の扶養親族」欄は、地方税法第45条の3の2第1項及び第2項並びに第317条の3の2第1項及び第2項に基づき、給与の支払者を経由して市区町村長に提出しなければならないとされている
　給与所得者の扶養親族申告書の記載欄を兼ねています。

氏 　 　 名 生 年 月 日あなたとの
続　　柄住 民 税 に

関する事項

16歳未満の
扶 養 親 族

（平12.1.2以後生）

平

・ ・
平

・ ・
平

・ ・

住　所　又　は　居　所
平成27年中の
所得の見積額

異動月日及び事由 （　　　　　　　 　　　　　）平成27年中に異動があった
場合に記載してください。

円（ ）

国税庁　扶養控除等（異動）申告書2014　区分②　表面　
1C133L TF1　14/07/28　4F原田　218

給
与

の
支払者受

付
印

扶
平成２７年分
この申告書は、あなたの給与について配偶者控除や扶養控除、障害者控除などの控除を受けるために提出するものです。
この申告書は、控除対象配偶者や扶養親族に該当する人がいない人も提出する必要があります。
この申告書は、２か所以上から給与の支払を受けている場合には、そのうちの１か所にしか提出することができません。

所轄税務署長等

市区町村長

税務署長

給与の支払者
の名称（氏名）

給与の支払者
の所在地（住所）

（フリガナ）
あなたの氏名

あなたの住所
又 は 居 所

（郵便番号 　）

印

生 年 月 日

世帯主の氏名

あなたとの続柄明・大
昭・平 年 　 　 　 月 　 　 　 日

配
偶
者
の

有
　
　
無

有
・
無

従たる給与につ
いての扶養控除
等申告書の提出
提出している場合
には、○印を付け
てください。

あなたに控除対象配偶者や扶養親族がなく、かつ、あなた自身が障害者、寡婦、寡夫又は勤労学生のいずれにも該当しない場合には、以下の各欄に記入する必要はありません。

－

給 与 所 得 者 の 扶 養 控 除 等（異 動）申 告 書

区 分 等 氏 　 　 名 生　年　月　日 住　所　又　は　居　所あなたとの
続　　柄

老人控除対象配偶者
又は老人扶養親族
（昭21.1.1以前生）

特定扶養親族

（　　　）
平成27年中の
所得の見積額

異動月日及び事由

（　　　　　　　 　　　　　）平成27年中に異動があった
場合に記載してください。

控除対象
配  偶  者A

控 除 対 象
扶 養 親 族

（16 歳 以 上）B

主
た
る
給
与
か

1

2

3

円

平 5 .1 . 2生

平 9 . 1 . 1生
〜

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

同　居
老親等 ・ その他

同　居
老親等 ・ その他

同　居
老親等 ・ その他

明・大
昭・平

明・大
昭・平

明・大
昭・平

明・大
昭・平

（ ）46

47

20

13

10

〔記載例〕

１　給与所得控除
　　給与所得の金額は、その年中の給与等の収入金額から給与所得控除額を控除した残額とされています（所
法２８②）。
　　この給与所得控除額は、給与等の収入金額に応じて、次のように定められています（所法２８③）。

　�　なお、月々（日々）の源泉徴収税額を求める際に使用する「給与所得の源泉徴収税額表」（月額表や日
額表など）には、既に給与所得控除相当額が織り込まれていますので、月々（日々）の源泉徴収の都度こ
の給与所得控除額を計算する必要はありません。また、年末調整の際には、その年中の給与等の収入金額
から給与所得控除額を控除した後の給与等の金額を基に「年末調整のための算出所得税額の速算表」を使
用して税額を求めることになりますが、この場合の給与所得控除後の給与等の金額は、「年末調整等のた
めの給与所得控除後の給与等の金額の表」によって求めます（所法２８④、１９０）。

２　所得控除及び税額控除
　�　所得税は、納税者の担税力に応じた課税を行うなどのため、各種の控除を行うこととしていますが、源
泉徴収の際に控除されるものの種類及びその控除を受けるために提出しなければならない申告書は、次の
表のとおりです。

Ⅳ　源泉徴収に際して控除される各種控除

給 与 等 の 収 入 金 額 給 与 所 得 控 除 額

１６２万５，０００円以下である場合

１６２万５，０００円を超え１８０万円以下である場合

１８０万円を超え３６０万円以下である場合

３６０万円を超え６６０万円以下である場合

６６０万円を超え１，０００万円以下である場合

１，０００万円を超え１,５００万円以下である場合

１,５００万円を超える場合 ２４５万円

６５万円

収入金額×４０％

収入金額×３０％＋１８万円

収入金額×２０％＋５４万円

収入金額×１０％＋１２０万円

収入金額×５％＋１７０万円
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　（注）１�　月々（日々）の源泉徴収は給与所得の源泉徴収税額表（月額表及び日額表）などによって行うことになっています。
　　　　　なお、税額表には上記の表の障害者控除から基礎控除までの各控除が織り込まれていますので、その都度これらの

控除額の計算をする必要はありません。
　　    ２�　社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震保険料控除、配偶者特別控除及び（特定増改

築等）住宅借入金等特別控除について詳しくは、年末調整の時期に税務署から配布される説明書（「年末調整のしかた」）
を参照してください。

　　     ３�　上記のほか、確定申告書を提出して受ける控除として、雑損控除（所法７２）、医療費控除（所法７３）、寄附金控除（所
法７８、措法４１の１８①、４１の１８の２①、４１の１９）、配当控除（所法９２）、外国税額控除（所法９５）、政党等寄附金特別控
除（措法４１の１８②）、認定 NPO法人等寄附金特別控除（措法４１の１８の２②）、公益社団法人等寄附金特別控除（措法
４１の１８の３）、住宅耐震改修特別控除（措法４１の１９の２）、住宅特定改修特別税額控除（措法４１の１９の３）、認定住宅
新築等特別税額控除（措法４１の１９の４）及び給与所得者の特定支出控除（所法５７の２）があります。

区 分
控除の種類

平成２７年分
の 控 除 額

控除を受けるために提出する
申告書とその提出時期

所

得

控

除

社会保険料控除
（所法７４）

小規模企業共済等
掛金控除（所法７５）

給与等から控除したもの
控除した

保険料・掛金の全額
（申告不要）

本人が直接支払ったもの
支払った

保険料・掛金の全額
「給与所得者の保険料控除申
告書」…その年最後に給与等
の支払を受ける日の前日まで

生命保険料控除
（所法７６）

適
用
限
度
額
１２
万
円

一般の生
命保険料

新生命保険料 最 高 ４０，０００円

旧生命保険料 〃 ５０，０００円

新生命保険料と旧
生命保険料の両方

〃 ４０，０００円

介護医療保険料 〃 ４０，０００円

個人年金
保険料

新個人年金保険料 〃 ４０，０００円

旧個人年金保険料 〃 ５０，０００円

新個人年金保険料と旧
個人年金保険料の両方

〃 ４０，０００円

地震保険料控除
（所法７７）

地震保険料だけの場合 〃 ５０，０００円

旧長期損害保険料だけの場合 〃 １５，０００円

地震保険料と旧長期損害保険料との両方がある場合 〃 ５０，０００円

障 害 者 控 除
（所法７９）

一般の障害者 ２７０，０００円 「給与所得者の扶養控除等
（異動）申告書」
１ 通常の場合…その年最初
に給与等の支払を受ける日
の前日まで
２ 中途就職の場合…就職後
最初に給与等の支払を受け
る日の前日まで
３ 申告書の記載内容に異動
があった場合…異動後最初
に給与等の支払を受ける日
の前日まで

特別障害者 ４００，０００円

同居特別障害者 ７５０，０００円

寡 婦 控 除
所法８１
措法４１の１７

一般の寡婦 ２７０，０００円

特別の寡婦 ３５０，０００円

寡 夫 控 除 （所法８１） ２７０，０００円

勤労学生控除 （所法８２） ２７０，０００円

配 偶 者 控 除
所法８３

一般の控除対象配偶者 ３８０，０００円

老人控除対象配偶者 ４８０，０００円

扶 養 控 除
所法８４
措法４１の１６

一般の控除対象扶養親族 ３８０，０００円

特定扶養親族 ６３０，０００円

老人扶養親族
同居老親等以外の者 ４８０，０００円

同 居 老 親 等 ５８０，０００円

基 礎 控 除 （所法８６） ３８０，０００円

配 偶 者 特 別 控 除 （所法８３の２） 最 高 ３８０，０００円
「給与所得者の配偶者特別控除
申告書」…その年最後に給与等
の支払を受ける日の前日まで

税
額
控
除

（ 特 定 増 改 築 等 ）
住宅借入金等特別控除

（措法４１、４１の２、４１の
２の２、４１の３の２）

〃 ６００，０００円

「給与所得者の（特定増改築
等）住宅借入金等特別控除申
告書」…その年最後に給与等
の支払を受ける日の前日まで
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３　控除対象者等の範囲
　　配偶者控除の対象者等の内容とその確認に当たっての具体的な注意事項は、次のとおりです。

　給与等の支払を受ける人と生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与等の支払を受ける人
及び白色事業専従者を除きます。）で、合計所得金額が３８万円以下の人をいいます（所法２①
三十三）。
　〔注意事項〕

　１　ここにいう「配偶者」には、いわゆる内縁関係の人は含まれません（基通２−４６）。

　２�　ここにいう「合計所得金額」とは、次に掲げる金額の合計額をいいます（所法２①三十、措法８の４③、３１③一、３２④、

３７の１０⑥一、３７の１２の２⑤⑩、３７の１３の２⑥、４１の５⑫一、４１の５の２⑫一、４１の１４②一、４１の１５④、基通２−

４１）。

　　①�　純損失又は雑損失の繰越控除、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除及び特定居住用財産の譲

渡損失の繰越控除を適用しないで計算した総所得金額

　　②�　上場株式等の配当等に係る配当所得について、申告分離課税の適用を受けることとした場合の当該配当所得

の金額（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算の適用がある場合には、その適用後の金額及び上場株式等に係

る譲渡損失の繰越控除の適用がある場合には、その適用前の金額）

　　③�　土地・建物等の譲渡所得の金額（長期譲渡所得の金額（特別控除前）と短期譲渡所得の金額（特別控除前）の合計額）

　　④�　株式等の譲渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除又は特定中小会社が発行した株式に係る

譲渡損失の金額の繰越控除等の適用がある場合には、その適用前の金額）

　　⑤�　先物取引に係る雑所得等の金額（先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除の適用がある場合には、その

適用前の金額）

　　⑥　退職所得金額

　　⑦　山林所得金額

　　�　なお、この「合計所得金額」には、源泉分離課税の利子所得のように源泉徴収によって納税が完結するものや、

あるいは確定申告をしないことを選択した次のような所得は含まれません（措通３−１、８の２−２、８の３−

１、４１の９−４、４１の１０・４１の１２共−１、措通（譲）３７の１１の５−１）。

　　イ　利子所得のうち、源泉分離課税とされるもの

　　ロ　配当所得のうち、

　　（イ）源泉分離課税とされる次に掲げる投資信託等の収益の分配等

　　　　①　私募公社債等運用投資信託の収益の分配

　　　　②　特定目的信託（社債的受益権に限ります。）の収益の分配

　　（ロ）確定申告をしないことを選択した次の配当等

　　　　①　上場株式等の配当等（特定株式投資信託の収益の分配を含みます。）

　　　　②　公募証券投資信託（公社債投資信託及び特定株式投資信託を除きます。）の収益の分配

　　　　③　特定投資法人の投資口の配当等

　　　　④�　上記①〜③以外の配当等で、１銘柄について１回の金額が１０万円に配当計算期間の月数（最高１２か月）

を乗じてこれを１２で除して計算した金額以下の配当等

　　ハ　源泉分離課税とされる定期積金の給付補填金等、懸賞金付預貯金等の懸賞金等及び割引債の償還差益

　　ニ　源泉徴収選択口座を通じて行った上場株式等の譲渡による所得等で確定申告をしないことを選択したもの

　３�　配偶者の所得が給与所得だけの場合や家内労働者等の事業所得等だけである場合には、その年中の収入金額が

１０３万円以下であれば合計所得金額が３８万円以下になります。

　　４  　「生計を一にする」とは、必ずしも同一の家屋で生活をしていることをいうものではありませんから、例えば、親族のうちの

誰かが、勤務や修学、療養のために他の親族と日常一緒に生活していない場合でも、勤務や修学の余暇には家に帰ってくる

とか、常に生活費や学資金、療養費等が送金されているときは、生計を一にしていることになります（基通２−４７）。

（控除対象配偶者）

　控除対象配偶者のうち、年齢７０歳以上の人（平成２７年分の所得税については、昭和２１年１月１日
以前に生まれた人）をいいます（所法２①三十三の二）。

（老人控除対象配偶者）
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　給与等の支払を受ける人（合計所得金額が１,０００万円以下の人に限ります。）と生計を一にする配
偶者（他の所得者の扶養親族とされる人並びに青色事業専従者として給与等の支払を受ける人及び
白色事業専従者を除くものとし、合計所得金額が７６万円未満である人に限ります。）で、控除対象配
偶者に該当しない人をいいます（所法８３の２）。
　〔注意事項〕
　１  �　「配偶者控除」の適用を受けている場合には、「配偶者特別控除」の適用を受けることはできません。

　２�　配偶者の所得が給与所得だけの場合は、その年中の給与等の収入金額が１０３万円以下のとき又は１４１万円以上の

ときは、配偶者特別控除の適用を受けることはできません。

　３�　夫婦の双方がお互いに配偶者特別控除の適用を受けることはできませんので、いずれか一方の配偶者はこの控

除の適用を受けることはできません。

（配偶者特別控除の対象とされる配偶者）

　給与等の支払を受ける人と生計を一にする親族等（配偶者、青色事業専従者として給与等の支払
を受ける人及び白色事業専従者を除きます。）で、合計所得金額が３８万円以下の人をいいます（所法
２①三十四）。
　〔注意事項〕
　１　ここにいう「親族」とは、６親等内の血族及び３親等内の姻族をいいます。

　２�　ここにいう「親族等」には、上記「親族」のほか児童福祉法の規定により養育を委託されたいわゆる里子や、

老人福祉法の規定により養護を委託されたいわゆる養護老人も含まれます。

（扶養親族）

　扶養親族のうち、年齢１６歳以上の人（平成２７年分の所得税については、平成１２年１月１日以前
に生まれた人）をいいます（所法２①三十四の二）。

（控除対象扶養親族）

　控除対象扶養親族のうち、年齢１９歳以上２３歳未満の人（平成２７年分の所得税については、平成５
年１月２日から平成９年１月１日までの間に生まれた人）をいいます（所法２①三十四の三）。

（特定扶養親族）

　控除対象扶養親族のうち、年齢７０歳以上の人（平成２７年分の所得税については、昭和２１年１月１
日以前に生まれた人）をいいます（所法２①三十四の四）。

（老人扶養親族）

　老人扶養親族のうち、給与等の支払を受ける人又はその配偶者の直系尊属（父母、祖父母など）で、
給与等の支払を受ける人又はその配偶者のいずれかとの同居を常況としている人をいいます（措法４１
の１６①）。

（同居老親等）

　一般の障害者又は特別障害者とは、給与等の支払を受ける人やその控除対象配偶者、扶養親族で、
次のいずれかに該当する人をいいます（所法２①二十八、二十九、所令１０）。
①�　精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある人——これに該当する人は、全て特
別障害者になります。
②�　児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター又は精神保健指定医から知的障害
者と判定された人——このうち、重度の知的障害者と判定された人は、特別障害者になります。
③�　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け
ている人——このうち、障害等級が１級である者と記載されている人は、特別障害者になります。

（一般の障害者・特別障害者）
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④�　身体障害者福祉法の規定により交付を受けた身体障害者手帳に、身体上の障害がある者として
記載されている人——このうち、障害の程度が１級又は２級の人は、特別障害者になります。
⑤�　戦傷病者特別援護法の規定による戦傷病者手帳の交付を受けている人——このうち、障害の程
度が恩給法別表第１号表ノ２の特別項症から第三項症までの人は、特別障害者になります。
⑥�　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の規定による厚生労働大臣の認定を受けている
人——これに該当する人は、全て特別障害者になります。
⑦�　常に就床を要し、複雑な介護を要する人——これに該当する人は、全て特別障害者になります。
⑧�　年齢６５歳以上（平成２７年分の所得税については、昭和２６年１月１日以前に生まれた人）で、そ
の障害の程度が上記の①、②又は④に該当する人と同程度であることの町村長や福祉事務所長な
どの認定を受けている人——このうち、上記の①、②又は④に掲げた特別障害者と同程度の障害
のある人は、特別障害者になります。

　給与等の支払を受ける人自身が、次のいずれかに該当する人をいいます（所法２①三十、所令
１１）。
⑴　次のいずれかに該当する人で、扶養親族又は生計を一にする子のある人
　①　夫と死別した後、婚姻していない人
　②　夫と離婚した後、婚姻していない人
　③　夫の生死が明らかでない人
　�　なお、この場合の「生計を一にする子」には、他の所得者の控除対象配偶者や扶養親族になっ
ている人及び所得金額の合計額が３８万円を超えている人は含まれません。
⑵　上記⑴に掲げる人のほか、次のいずれかに該当する人で、合計所得金額が５００万円以下である人
　①　夫と死別した後、婚姻していない人
　②　夫の生死が明らかでない人
　〔注意事項〕
　�　給与所得だけの場合には、その年中の給与等の収入金額が６８８万８,８８９円以下であれば、合計所得金額が５００万円
以下になります。

（寡　婦）

　給与等の支払を受ける人自身が、次の①、②及び③のいずれにも該当する人をいいます（所法２
①三十一、所令１１の２）。
①　妻と死別し、又は離婚してから婚姻をしていないこと、あるいは妻の生死が明らかでないこと。
②　生計を一にする子があること。
③　合計所得金額が５００万円以下であること。
　〔注意事項〕
　�　この場合の「生計を一にする子」の範囲及び「合計所得金額が５００万円以下」となる場合の給与等の収入金額に
ついては、上記「寡婦」の場合と同様です。

（寡　夫）

　寡婦のうち、扶養親族である子を有し、かつ、合計所得金額が５００万円以下の人をいいます（措法
４１の１７）。

（特別の寡婦）

　控除対象配偶者又は扶養親族のうち、特別障害者に該当する人で、給与等の支払を受ける人、そ
の配偶者又は給与等の支払を受ける人と生計を一にするその他の親族のいずれかとの同居を常況と
している人をいいます（所法７９③）。

（同居特別障害者）
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　給与等の支払を受ける人自身が、次の①及び②のいずれにも該当する人をいいます（所法２①
三十二、所令１１の３）。
①　次に掲げる学校等の学生、生徒、児童又は訓練生であること。
　○イ�　学校教育法に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高
等専門学校

　○ロ�　国、地方公共団体、学校法人、医療事業を行う農業協同組合連合会、医療法人等、文部科学
大臣が定める基準を満たす専修学校又は各種学校（以下「専修学校等」といいます。）を設置す
る者の設置した専修学校等で、職業に必要な技術を教授するなど一定の要件に該当する課程を
履修させるもの

　○ハ　認定職業訓練を行う職業訓練法人で、一定の要件に該当する課程を履修させるもの
②�　その年の合計所得金額が６５万円以下であり、かつ、自己の勤労に基づいて得た給与所得等以外
の所得の金額が１０万円以下であること。
　〔注意事項〕
　１�　上記の①の○ロ又は○ハに該当する人が勤労学生控除を受けるためには、学校等から主務大臣の証明書の写しと学

校長等の証明書の交付を受け、これを「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」に添付して提出又は提示する
必要があります。

　２�　給与所得だけの場合には、その年中の給与等の収入金額が１３０万円以下であれば、合計所得金額が６５万円以下
になります。

（勤労学生）

４　控除の対象になるかどうかの判定時期
　�　控除対象配偶者や配偶者特別控除の対象とされる配偶者、控除対象扶養親族、障害者などに該当するか
どうかは、原則として、その年１２月３１日の現況により判定しますが、給与等の支払を受ける人やその親族
が年の中途で死亡したり、給与等の支払を受ける人が年の中途で出国したりした場合には、その死亡又は
出国の時の現況により判定します（所法８５、措法４１の１６②、４１の１７②、基通８５−１）。
　�　なお、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」又は「給与所得者の配偶者特別控除申告書」を提出
する際に、控除対象配偶者や控除対象扶養親族、障害者などに該当するかどうかの判定は、これらの申告
書を提出する日の現況によります。この場合、その判定の要素となる所得金額についてはこれらの申告書
を提出する日の現況により見積もったその年中の合計所得金額により、また、年齢についてはその年１２月
３１日の現況により判定することになります（基通１９４・１９５−３、１９５の２−１）。

１　税額表の使用区分
　⑴　毎月（日）の給料や賞与などの源泉徴収の際に使用する税額表等
　　�　給料や賞与などから源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額は「源泉徴収税額表」を使用
して求めることができますが、この税額表は、給与等の別、「給与所得者の扶養控除等申告書」の
提出の有無、給与等の支給方法に応じ、次のように使用します。

税額表の区分 給 与 等 の 支 給 区 分 税 額 表 の 使 用 す る 欄

月 額 表
月ごとに支払うもの
半月ごと、10日ごとに支払うもの
月の整数倍の期間ごとに支払うもの

甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」
を提出している人に支払う給与等

乙欄……その他の人に支払う給与等

日 額 表

毎日支払うもの
週ごとに支払うもの
日割で支払うもの

日雇賃金を除きます。
甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」

を提出している人に支払う給与等
乙欄……その他の人に支払う給与等

日雇賃金 丙欄

賞与に対する
源泉徴収税額
の算出率の表

賞与
ただし、前月中に普通給与等の支払がない場

合又は賞与の額が前月中の普通給与等の額の１０
倍を超える場合には、月額表を使います。

甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」
を提出している人に支払う賞与

乙欄……その他の人に支払う賞与

Ⅴ　税額表の使用方法
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（注）�　日雇賃金とは、日々雇い入れられる人が、労働した日又は時間によって算定され、かつ、労働した日ごとに支払を受け
る（その労働した日以外の日において支払われるものも含みます。）給与等をいいます。ただし、一の支払者から継続し
て２か月を超えて給与等が支払われた場合には、その２か月を超える部分の期間につき支払われるものは、ここでいう日
雇賃金には含まれません（所令３０９、基通１８５−８）。

　⑵　年末調整の際に使用する税額の速算表
　　�　年末調整の際における年税額は、次の速算表により求めた算出所得税額から（特定増改築等）住宅借
入金等特別控除額を控除し、その控除後の金額（年調所得税額）に 102.1％を乗じて求めます。なお、
年末調整の概要については１７ページを参照してください。

（平成２７年分の年末調整のための算出所得税額の速算表）

　　（注）１　課税給与所得金額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。
　　　　 　２　課税給与所得金額が１７,１７０,０００円を超える場合は、平成 27 年分の年末調整の対象となりません。

２　税額表の使い方
　　毎月（日）の給料や賞与などの支給の際における税額表の使用に当たっては、次の点に注意してください。
　⑴�　税額表に当てはめる給与等の金額は、その月（日）分の給与等の金額から厚生年金保険料、健康保険
料及び雇用保険料などの社会保険料等を控除した後の金額によります。

　⑵　税額表の甲欄は、給与等の支払を受ける人の扶養親族等の数に応じて使用するようになっています。
　　�　この「扶養親族等の数」とは、控除対象配偶者（老人控除対象配偶者を含みます。）と控除対象扶養
親族（老人扶養親族又は特定扶養親族を含みます。）との合計数をいいます。また、給与等の支払を受
ける人が、障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みます。）、寡夫又は勤労学生に該
当する場合には、その該当する数を加え、その人の控除対象配偶者や扶養親族（年齢１６歳未満の人を含
みます。）のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別障害者に該当する人がいる場合には、
これらの一に該当するごとに扶養親族等の数に１人を加算した数を扶養親族等の数とします。

　〔扶養親族等の数の求め方の例示〕
　　税額表の甲欄を適用する場合の扶養親族等の数の求め方を例示すると、おおむね次のようになります。

課 税 給 与 所 得 金 額 税 率 控 除 額 税 額 ＝ × －

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００ 円超 ３，３００，０００ 〃

３，３００，０００ 〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００ 〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００ 〃 １７，１７０，０００ 〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

－

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円

（Ａ）×５％

（Ａ）×１０％ － ９７，５００円

（Ａ）×２０％ － ４２７，５００円

（Ａ）×２３％ － ６３６，０００円

（Ａ）×３３％ － １，５３６，０００円

同障

障

障

障

障

凡　　　例

…所得者

　控除対象配偶者（老人
…控除対象配偶者を含み
　ます。）

配

障害者（特別障害者を
含みます。）…障

障

…勤労学生学

学

…同居特別障害者同障

寡婦（特別の寡婦を含
みます。）又は寡夫
…寡

寡

寡

配 配

扶

　扶養親族のうち年齢16

…歳未満の人　（注）扶養親族等の数
　には加算しません。

扶

扶

扶

控扶

　控除対象扶養親族（扶
…養親族のうち年齢16歳
　以上の人。）

控扶

控扶

控扶

控扶

配

控扶

障

配

控扶

控扶

障

配

控扶

控扶

障

配

控扶

配

障

扶

配

同障

同障同障 扶

設
　
　
　
例

等

の

数

扶
養
親
族

10
人 人 人 人 人 人

2 3 4 5
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　給料や賞与などから源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額は、「給与所得の源泉徴収税額表」（月
額表及び日額表）又は「賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表」を使用して求めることができます。
　なお、給与等の支払者が電子計算機などの事務機械によって給与等の計算を行っている場合には、月額表
の甲欄を適用する給与等については、財務大臣が告示する方法によりその給与等から源泉徴収をする所得税
及び復興特別所得税の額を求めることができます（所法１８９、昭６３大蔵省告示１８５号（平２５財務省告示１７４号
改正）、復興財確法２９、平２４財務省告示１１６号（平２５財務省告示１７６号改正））。
１　月額表甲欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がある場合）

　〔税額の計算〕
　①　社会保険料等控除後の給与等の金額を求めると、３５６,６６５円（４１５,０００円−５８,３３５円）となります。
　②�　月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、３５６,６６５円が含まれる「３５６,０００円以
上３５９,０００円未満」の行を求め、その行と「甲」欄の「扶養親族等の数２人」の欄との交わるところに
記載されている金額７,４５０円を求めます。これがその給与等から源泉徴収をする所得税及び復興特別所
得税の額です。

Ⅵ　税額の求め方（平成２７年分）

⑴　給与等の支給額（月額）	 ４１５,０００円
⑵　給与等から控除する社会保険料等	 ５８,３３５円
⑶　扶養親族等の数	 ２人
　　（控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

（設例）

その月の社会保
険料等控除後の
給与等の金額　

甲

扶 　 　 養 　 　 親 　 　 族 　 　 等 　　

0　人 1　人 2　人 3　人 4　人 5　

以　　上 未　　満 税　　　　　　　　　　　　　　　　　
円 円 円 円 円 円 円

290,000 293,000 8,040 6,420 4,800 3,190 1,570
293,000 296,000 8,140 6,520 4,910 3,290 1,670
296,000 299,000 8,250 6,640 5,010 3,400 1,790
299 000 302 000 8 420 6 740 5 130 3 510 1 890

その月の社会保
険料等控除後の
給与等の金額　

甲

扶 　 　 養 　 　 親 　 　 族 　 　 等 　　

0　人 1　人 2　人 3　人 4　人 5　

以　　上 未　　満 税　　　　　　　　　　　　　　　　　
円 円 円 円 円 円 円

290,000 293,000 8,040 6,420 4,800 3,190 1,570
293,000 296,000 8,140 6,520 4,910 3,290 1,670
296,000 299,000 8,250 6,640 5,010 3,400 1,790
299 000 302 000 8 420 6 740 5 130 3 510 1 890

「扶養親族等の
数２人」の欄

（三） （月　　額　　表）

350,000 353,000 12,590 9,350 7,210 5,600 3,970
353,000 356,000 12,830 9,600 7,330 5,720 4,090
356,000 359,000 13,080 9,840 7,450 5,840 4,220
359,000 362,000 13,320 10,090 7,580 5,960 4,340
362,000 365,000 13,570 10,330 7,700 6,090 4,460

350,000 353,000 12,590 9,350 7,210 5,600 3,970
353,000 356,000 12,830 9,600 7,330 5,720 4,090
356,000 359,000 13,080 9,840 7,450 5,840 4,220
359,000 362,000 13,320 10,090 7,580 5,960 4,340
362,000 365,000 13,570 10,330 7,700 6,090 4,460

356,665円が
含まれる行

求める
税　額
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〔源泉徴収簿への記入〕
　　�　月々の給与等の支払額や社会保険料等の額、源泉徴収税額などは「給与所得に対する源泉徴収簿」に
記録しておき年末調整などに使用します。

〔記載例〕　源泉徴収簿

（注）�　この源泉徴収簿は、源泉徴収事務の便宜を考慮して作成されているものですが、給与等の支払者が使用している給与
台帳等であっても、毎月の源泉徴収の記録などが分かり、年末調整のためにも使用できるものであれば、それを使用し
て差し支えありません。

２　月額表乙欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がない場合）

〔税額の計算〕
　①�　給与等から控除する社会保険料等がありませんので、支給額８０,７５０円がそのまま社会保険料等控除後
の給与等の金額になります。

　②�　月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、８０,７５０円が含まれる「８８,０００円未満」
の行を求め、その行の「乙」欄を見ますと「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額の３.０６３％に
相当する金額」となっています。したがって、２,４７３円（８０,７５０円×３.０６３％、１円未満の端数は切り
捨てます。）がその給与等から源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額です。

３　日額表の使用
　　日額表を使用して税額を求める場合も、月額表の場合と同じ要領で行います。

４　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がある場合）

〔税額の計算〕
　①�　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の「甲」欄の「扶養親族等の数２人」の欄を見て、前月の社
会保険料等控除後の給与等の金額２００,８２０円が含まれている「１３３千円以上２６９千円未満」の行を求め、
その行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率（設例の場合には
「２.０４２％」）を求めます。これがその賞与の金額に乗ずる率になります。

甲欄 
乙欄 

平
成
26
年
分 

1

所  

属 

区  

分 

給
 
 
 
 

月
区
分 

総支給金額  
社会保険 
料  等  の 
控 除 額  

社会保険料等 
控除後の給与 
等 の 金 額  

年末調整 
による過 
不足税額 

算出税額 
差  引 
 
徴収税額 

前年の年末調整

控除対象
一 般 
当初 

有・無 有

有

有

月 日 

有・無 

有・無 

月 日 

同上の税額に
き還付又は徴
した月区分 

扶養親 
族等の 
数 

 円 円 円 円 円 円

 ）    －   号番便郵（

人  

支
 
月 

給
 
日 

職  

名 

住  

所 

2

3

扶
養
控
除
等
の
申
告 

申
告
の
有
無 

有
・
無 

区

甲欄 
乙欄 

平
成
26
年
分 

1

所  

属 

区  

分 

給
 
 
 
 

月
区
分 

総支給金額  
社会保険 
料  等  の 
控 除 額  

社会保険料等 
控除後の給与 
等 の 金 額  

年末調整 
による過 
不足税額 

算出税額 
差  引 
 
徴収税額 

前年の年末調整

控除対象
一 般 
当初 

有・無 有

有

有

月 日 

有・無 

有・無 

月 日 

同上の税額に
き還付又は徴
した月区分 

扶養親 
族等の 
数 

 円 円 円 円 円 円

 ）    －   号番便郵（

人  

支
 
月 

給
 
日 

職  

名 

住  

所 

2

3

扶
養
控
除
等
の
申
告 

申
告
の
有
無 

有
・
無 

区

20 412,000 58,320 353,680 7,330 7,3301 2

20 410,000 58,310 351,690 7,210 7,2102 2

20 415,000 58,335 356,665 7,450 7,4503 2

⑴　給与等の支給額（月額）	 ８０,７５０円
⑵　給与等から控除する社会保険料等	 な　し

（設例）

⑴　賞与の支給額	 ５５４,０００円
⑵　賞与から控除する社会保険料等	 ７８,７９０円
⑶　前月中の普通給与（社会保険料等控除後）の金額	 ２００,８２０円
⑷　扶養親族等の数	 ２人
　　（控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

（設例）

平
成
27
年
分
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　②�　賞与の金額５５４,０００円から社会保険料７８,７９０円を控除した残額４７５,２１０円に２.０４２％を乗じた金額
９,７０３円（475,210 円× 2.042％、１円未満の端数は切り捨てます。）が、その賞与から源泉徴収をする
所得税及び復興特別所得税の額です。

（賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表）　　　

　年末調整とは、給与等の支払者がその年最後に給与等の支払をする際、給与等の支払を受ける各人別に、
それまでその年中に給与等を支払う都度、源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税の合計額と、その年中
の給与等の支給総額について納付すべき税額（年税額）とを比較して過不足額の精算を行うことをいいます。
したがって、この年末調整は、給与等の支払を受ける大部分の人にとって確定申告に代わる役目を果たす重
要な手続であるといえます。
１　年末調整を行う時期
　�　年末調整は、原則として、その年最後に給与等の支払をする際に行います（所法１９０）が、年の中途で
死亡退職した人や海外の支店への転勤により非居住者となった人などについては、その退職の時又は非居
住者となった時に年末調整を行います（基通１９０−１）。
２　年末調整の対象とならない人
　次に掲げるような人に支払う給与等は、年末調整の対象になりません。
⑴　国内に住所も１年以上の居所も有していない人（非居住者）
⑵　  「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」を提出していない人（税額表の乙欄又は丙欄の適用者）
⑶　その年中に支払を受ける給与等の収入金額が２,０００万円を超える人
⑷� 　「災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律」の規定によりその年中の給与等に対す
る源泉所得税及び復興特別所得税につき徴収猶予や還付を受けた人
⑸　年の中途で退職（死亡退職などを除きます。）した人

３　年末調整の対象となる給与等
　年末調整の対象となる給与等は、その年１月１日から１２月３１日までの間に支払うことが確定した給与等
です。したがって、実際にその給与等を支払ったかどうかに関係なく、その年中に支払うことが確定し
ている給与等は、たとえ未払であっても、その年中の給与等に含めて年末調整を行うことになります。
４　年末調整の手順
　�　年末調整の手順については、毎年、年末調整を行う時期に税務署から配布する説明書（「年末調整のし
かた」）を参照してください。

Ⅶ　年末調整

賞与の金額に

乗ずべき率

扶 　 　 養 　 　 親 　 　 族　

0　　　　　人 1　　　　　人 2　　　　　人

前 月 の 社 会 保 険 料 等 控　

以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満
％ 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0.000 68 千円未満 94 千円未満 133 千円未満

2.042 68 79 94 243 133 269
4.084 79 252 243 282 269 312
6.126 252 300 282 338 312 369

8.168 300 334 338 365 369 393
10.210 334 363 365 394 393 420
12.252 363 395 394 422 420 450

14.294 395 426 422 455 450 484

賞与の金額に

乗ずべき率

扶 　 　 養 　 　 親 　 　 族　

0　　　　　人 1　　　　　人 2　　　　　人

前 月 の 社 会 保 険 料 等 控　

以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満
％ 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0.000 68 千円未満 94 千円未満 133 千円未満

2.042 68 79 94 243 133 269
4.084 79 252 243 282 269 312
6.126 252 300 282 338 312 369

8.168 300 334 338 365 369 393
10.210 334 363 365 394 393 420
12.252 363 395 394 422 420 450

14.294 395 426 422 455 450 484賞与の金額に
乗ずべき率

前月の社会保険料等控除後
の給与等の金額 200,820円
が含まれる行

「扶養親族等の
数 2人」の欄

▲

▲

▲

▲

3　　　　　

以　上

133 269
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　源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税は、e-Tax（イータックス）を利用して納付するか又は「給与
所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（納付書）」を添えて、納付期限（３ページ参照）までに最寄りの
金融機関又は所轄の税務署で納付します（所法１８３①）。
　また、納付する税額がない場合であっても、この所得税徴収高計算書（納付書）は所轄の税務署に e-Tax
を利用するか又は郵便若しくは信書便により送付又は提出してください。
　e-Tax に関する詳しい情報は、e-Tax ホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】でご確認ください。

　（注）１�　法人の法人税法第２条第１５号に規定する役員（＊）に対する賞与について支払の確定した日から１年を経過した日まで
に支払がなされない場合には、その１年を経過した日に支払があったものとみなして、その未払賞与について源泉徴
収をすることになっています（所法１８３②）。

　　　　　（＊�）「役員」とは、法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれら以外の人で法
人の経営に従事している人のうち一定の人をいいます。

　　  　２  　「給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（納付書）」の記載例は、３０ページを参照してください。

　国内において給与等の支払をする者は、支払の際に、給与等の金額、源泉徴収税額など必要な事項を記載
した支払明細書をその支払を受ける人に交付しなければならないことになっています（所法２３１①、所規
１００①）。
　（注）１�　給与等の支払をする者は、給与等の支払を受ける人の承諾（＊）を得て、書面による給与等の支払明細書（以

下「支払明細書」といいます。）の交付に代えて、支払明細書に記載すべき事項を電磁的方法により提供す
ることができることとされています。この提供により、給与等の支払をする者は、支払明細書を交付したも
のとみなされます（所法２３１②③、所令３５６）。

　　　　  　ただし、給与等の支払を受ける人の請求があるときは、給与等の支払をする者は書面により支払明細書を交付する
必要があります。

　　　　　（＊�）給与等の支払をする者は、あらかじめ、その給与等の支払を受ける人に対し、その用いる電磁的方法の種類及
び内容を示し、書面又は電磁的方法によって承諾を得る必要があります。

　　　  ２�　給与等の支払を受ける人に支払明細書を交付しなかったり、偽りの記載をして交付（電磁的方法により提

供）したりした者は、一年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処すこととされています（所法２４２①七）。

　給与等の支払をする者が、受給者から次の申告書に記載すべき事項に関し電磁的提供を受けるための必要
な措置を講じる等の一定の要件を満たしていることについて所轄税務署長の承認を受けている場合（注１）には、
その受給者は、書面による申告書の提出に代えて、電磁的方法により申告書に記載すべき事項の提供を行う
ことができることとされています（注２）（注３）（所法１９８、２０３、所令３１９の２、３１９の４、所規７６の２、７７）。
１　給与所得者の扶養控除等申告書
２　従たる給与についての扶養控除等申告書
３　給与所得者の配偶者特別控除申告書
４　給与所得者の保険料控除申告書
５　退職所得の受給に関する申告書
　（注）１�　承認を受けるための申請書を提出した日の属する月の翌月末日までにその承認又は不承認の決定がなかったときは、

その提出日の翌月末日において承認があったものとみなされます。
　　　２�　これらの申告書に記載すべき事項の電磁的提供に当たっては、①給与等の支払をする者が発行した個々の受給者の

識別ができるＩＤ及びパスワード又は②受給者の電子署名及びその電子署名に係る電子証明書をもって、これらの申
告書にすべき本人の署名・押印に代えることができます。

　　　３　申告書に添付すべき証明書類については、従前どおり書面による提出又は提示が必要となります。

Ⅷ　源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税の納付

Ⅸ　給与等の支払明細書の交付

参考　源泉徴収関係書類の電子提出
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第３　退職所得の源泉徴収事務

　居住者に支払う退職所得の源泉徴収事務は、①退職手当等の支払を受ける人（退職者）から、「退職所
得の受給に関する申告書」の提出を受け、この申告書に記載されている勤続年数などに基づいて退職所得
控除額を計算し、②退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した残額の２分の１に相当する金額
（課税退職所得金額）（注）を課税標準として、「退職所得の源泉徴収税額の速算表」（２０ページ参照）の「税額」
欄に示されている算式に従って税額（所得税及び復興特別所得税の額）を計算し、③退職手当等を支払う際
にその税額を源泉徴収して納付する事務です。
（注）退職手当等が特定役員退職手当等に該当する場合の課税退職所得金額は、特定役員退職手当等の収入金額から退職所得
控除額を控除した残額に相当する金額となります。

　退職所得とは、退職したことにより一時に支払われる退職手当や退職金、一時恩給などをいいます（所法
３０①、３１）。
　なお、死亡したことにより退職した人に支払う退職手当等は、通常その遺族の相続税の課税対象となりま
すので、所得税は課税されません（基通９−１７）。

　退職所得は、その年中に支払を受ける退職手当等の区分に応じ、次の課税退職所得金額を課税標準として、
他の所得と分離して課税することとされています（所法 22 ①③、30 ①②、所令 71 の 2 ①）。

　特定役員退職手当等とは、役員等勤続年数が５年以下である人が、その役員等勤続年数に対応する退職手
当等として支払を受けるものをいい、一般退職手当等とは特定役員退職手当等以外の退職手当等をいいます
（所法 30 ④、所令 71 の 2 ①）。
（注）　特定役員退職所得控除額の計算方法など特定役員退職手当等がある場合の源泉徴収について、詳しくは、国税庁ホームペー

ジに掲載されている「源泉徴収のあらまし」をご参照ください（「源泉徴収のあらまし」は冊子による提供も行っています。）。

　退職所得控除額は、一般の退職の場合、退職した人がその会社などに就職してから退職するまでの勤続年
数に応じて、次のように定められています（所法 30 ③、所令 69）。

　退職所得控除額の計算に当たっては、次の点に注意してください。
１　退職所得控除額は、勤続年数に応じて「源泉徴収のための退職所得控除額の表」により求めます。
２　勤続年数に１年未満の端数がある場合には、その端数を切り上げて１年とします（所令６９②）。
　　（例：２１年３か月→２２年）
３　計算した退職所得控除額が８０万円未満の場合には、８０万円とします（所法３０⑤二）。
４�　障害者となったことに直接基因して退職した場合には、一般の退職の場合の金額に一律１００万円を加算
した金額を退職所得控除額とします（所法３０⑤三）。

Ⅰ　退職所得の範囲

Ⅲ　退職所得控除額

  Ⅱ　退職手当等の区分

勤 続 年 数 退 職 所 得 控 除 額

２０年以下の場合 ４０万円×勤続年数

２０年を超える場合 ８００万円＋７０万円×（勤続年数－２０年）

退職手当等の区分 課税退職所得金額

一般退職手当等の場合

特定役員退職
手当等の場合

一般退職手当等と
特定役員退職手当等
の両方がある場合

一般退職
手当等の
収入金額

一般退職
手当等の
収入金額

特 定 役 員
退職手当等
の収入金額

特 定 役 員
退職手当等
の収入金額

退職所得
控 除 額

退職所得
控 除 額

退職所得
控 除 額

特定役員
退職所得
控 除 額

特定役員
退職所得
控 除 額

1
2

1
2
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〔税額の計算〕
①�　勤続年数は、２９年６か月ですから１年未満の端数
を切り上げて３０年となります。

②� 　「源泉徴収のための退職所得控除額の表」によって、
「勤続年数」が「３０年」で「一般退職の場合」の退
職所得控除額を求めると１,５００万円となります。
③�　退職手当等の金額から退職所得控除額を控除した
残額を２分の１して課税退職所得金額を求めます。

　　　（１,７００万円−１,５００万円）×　　＝１００万円

④�　 「退職所得の源泉徴収税額の速算表」の「税額」
欄に算式が示されていますので、この算式に従って
税額を計算します。

（１００万円×５％）×１０２．１％＝５１,０５０円
これがその退職手当等から源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額です。

退職所得の源泉徴収税額の速算表（平成２７年分）

　　　（注）�　 課税退職所得金額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。また、求めた税額に

　　　　 １円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。

　居住者又は内国法人に支払う報酬・料金等の源泉徴収事務は、原稿料、講演料、技芸・スポーツ・知識等
の教授・指導料、税理士報酬、外交員報酬、出演料、ホステスの報酬などの報酬・料金等の支払者が、その
支払の際に一定の税率により所得税及び復興特別所得税を徴収して納付する事務です。
　源泉徴収の対象とされている報酬・料金等の範囲及び税額の計算方法は、次の表のとおりです。
　なお、給与等の支払がない個人又は常時２人以下の家事使用人のみに対して給与等を支払う個人は、次表
の９に掲げるホステスなどの報酬・料金を支払う場合を除き、源泉徴収を行う必要はありません（所法
１８４、２０４②）。

（源泉徴収のための退職所得控除額の表）

１
２

第４　報酬・料金等の源泉徴収事務

課 税 退 職 所 得 金 額 所得税率 控 除 額 税 額 ＝ × －

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００円超３，３００，０００ 〃

３，３００，０００  〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００  〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００  〃 １８，０００，０００ 〃

１８，０００，０００  〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

４０％

―

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円

２，７９６，０００円

（Ａ）×５％） ×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

（Ａ）×１０％－ ９７，５００円

（Ａ）×２０％－ ４２７，５００円

（Ａ）×２３％－ ６３６，０００円

（Ａ）×３３％－１，５３６，０００円

（Ａ）×４０％－２，７９６，０００円

課 税 退 職 所 得 金 額 所得税率 控 除 額 税 額 ＝ × －

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００円超３，３００，０００ 〃

３，３００，０００  〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００  〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００  〃 １８，０００，００ 〃

４０，０００，０００ 〃

４０，０００，

１８，０００，０

，０００  〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

４０％

―

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円

２，７９６，０００円

（Ａ）×５％） ×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

（Ａ）×１０％－ ９７，５００円

（Ａ）×２０％－ ４２７，５００円

（Ａ）×２３％－ ６３６，０００円

（Ａ）×３３％－１，５３６，０００円

（Ａ）×４０％－２，７９６，０００円

（

（ ×１０２.１％）

）

）

）

）

）（

（

（

（

（

４５％ ４，７９６，０００円 ×１０２.１％（Ａ）×４５％－４，７９６，０００円％ ０ ×１０２.１％（Ａ）× ％－ 円）（

　　　　（注）�　この設例は「退職所得の受給に関する申告書」が提出されている場合の例ですが、この申告書が提
出されていない場合には、退職手当等の収入金額に２０.４２％を乗じた税額を源泉徴収することになりま
す（所法２０１③、復興財確法２８②、３１①②）。

　　　　　　　なお、この申告書は、税務署長から提出を求められるまでの間は、源泉徴収義務者が保存するもの
とされています（所規７７③）。

Ⅳ　税額の求め方（平成２７年分）

⑴　勤続期間	 昭和６０年１０月１日就職〜平成２７年３月３１日退職
⑵　退職手当等の金額	 １,７００万円（一般退職手当等）
⑶　退職の理由	 定年退職

（設例）
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Ⅰ　居住者に対して支払う報酬・料金等 （所法２０４、２０５、所令３２０、３２１、３２２、措法４１の２０、
  復興財確法２８、３１）

　（注）１�　報酬・料金等が給与等又は退職手当等に該当する場合は、給与等又は退職手当等として源泉徴収をします（所
法１８３、１９９、２０４②一）。

　　　   ２　報酬・料金等には、物品その他の経済的利益により支払うものも含まれます。
　　　   ３�　報酬・料金等の金額の中に消費税及び地方消費税の額が含まれている場合であっても、消費税及び地方消費税

の額を含めた金額が源泉徴収の対象となる報酬・料金等の金額となります。ただし、報酬・料金等の支払を受け
る者からの請求書等において、報酬・料金等の額と消費税及び地方消費税の額とが明確に区分されている場合には、
その報酬・料金等の額のみを源泉徴収の対象とする金額として差し支えありません（平元直法６−１（最終改正
平２６課法９−１））。

　　　   ４�　報酬・料金の支払者が、その支払を受ける人の旅行、宿泊などの費用を負担する場合も源泉徴収の対象となり
ますが、その費用を報酬・料金の支払を受ける人に支払わず、交通機関やホテルなどに直接支払い、かつ、その
金額がその費用として通常必要であると認められる範囲内であれば、源泉徴収をしなくて差し支えありません（基
通２０４−４）。

源 泉 徴 収 の 対 象 と な る 報 酬 ・ 料 金 等 税 額 の 計 算 方 法

１ 弁護士、税理士などの業務に関する報酬・料金

弁護士（外国法事務弁護士を含みます。）、公認会計

士、税理士、計理士、会計士補、社会保険労務士、弁

理士、企業診断員、測量士、測量士補、建築士、建築

代理士、不動産鑑定士、不動産鑑定士補、技術士、技

術士補、火災損害鑑定人、自動車等損害鑑定人の業務

に関する報酬・料金

支払金額×１０.２１％

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

２０.４２％

２ 司法書士、土地家屋調査士、海事代理士の業務に関

する報酬・料金
（支払金額－１万円）×１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％

３ 外交員、集金人、電力量計の検針人の業務に関する

報酬・料金
その月中の
報酬・料金 － １２万円－その月中の給与等の額 ×

４ 原稿料、講演料など

原稿料、挿絵料、作曲料、レコードやテープの吹込

料、デザイン料、放送謝金、著作権の使用料、著作隣

接権の使用料、講演料、技芸・スポーツ・知識等の教

授・指導料、投資助言業務に係る報酬・料金、脚本料、

脚色料、翻訳料、通訳料、校正料、書籍の装丁料、速

記料、版下の報酬など 支払金額×

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

２０.４２％

２０.４２％

５ 次に掲げる職業運動家等の業務に関する報酬・料金

職業野球の選手、プロサッカーの選手、プロテニス

の選手、プロレスラー、プロゴルファー、プロボウラ

ー、自動車のレーサー、競馬の騎手、モデルなど

６ 芸能人などに支払う出演料等

（注）一般の人に支払うラジオやテレビ放送の出演料

も含まれます。

７ 芸能人の役務の提供を内容とする事業の報酬・料金

８ プロボクサーの業務に関する報酬・料金 （支払金額－５万円）×

９ バー・キャバレー等のホステス、バンケットホステ

ス・コンパニオン等の業務に関する報酬・料金

（支払金額－控除額）×

（注）控除額＝（５，０００円×支払金額の計算期間の日数）

－その計算期間の給与等の額

１０ 役務の提供を受けることを約することにより一時に

支払う契約金

（注）例えば、技術者を採用する際に支払う支度金な

ど

支払金額×

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

１１ 事業の広告宣伝のための賞金 （支払金額－５０万円）×

１２ 社会保険診療報酬支払基金が支払う診療報酬 （支払金額－月２０万円）×

１３ 馬主に支払う競馬の賞金 ｛支払金額－（支払金額×２０％＋６０万円）｝×

１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％



− 22−

第５　配当所得の源泉徴収事務

　居住者又は内国法人に支払う配当所得の源泉徴収事務は、剰余金の配当、剰余金の分配など（法人税法
に規定する適格現物分配に係るものを除きます。以下「配当等」といいます。）や配当等とみなされるいわ
ゆるみなし配当の支払者が、その支払の際に次に掲げる区分の税率により所得税及び復興特別所得税を徴収
して納付する事務です（所法２４、２５、１７４、１８１、２１２、措法９の３、９の３の２、９の４の２、３７の１１の６、
復興財確法２８、３１）。
　（注）�　みなし配当とは、①非適格合併、②非適格分割型分割、③資本の払戻し、④残余財産の分配、⑤自己株式の取得等（自

己株式の取得、出資の消却等、組織変更）により受けた金銭その他の資産の交付が、配当とみなされるものをいいます。

　なお、株式又は出資に係る配当等については、その支払の確定した日（株主総会の決議で定められた剰余
金の配当等についての効力を生ずる日など）から１年を経過した日までに支払がない場合には、その１年を
経過した日に支払があったものとみなして、源泉徴収を行うことになっています（所法１８１②）。

１　上場株式等の配当等の場合
　　源泉徴収税率は、１５.３１５％（支払を受ける者が居住者の場合は他に住民税５％）です。
　（注）１�　発行済株式の総数等の３％以上に相当する数又は金額の株式等を有する個人が支払を受ける上場株式等の配当等

については、この制度の対象となりません（下記「２　上場株式等以外の配当等の場合」に該当することになります）。
  　　　２�    　「上場株式等の配当等」には、証券取引所（金融商品取引所）に上場されている株式や店頭売買登録銘柄として

登録されている株式についての配当のほか、特定株式投資信託や公募株式投資信託の収益の分配、特定投資法人の
投資口の配当等が含まれます。なお、このほか、投資信託の収益の分配等についても源泉徴収が必要です。詳しくは、
国税庁ホームページに掲載されている「源泉徴収のあらまし」をご参照ください（「源泉徴収のあらまし」は冊子に
よる提供も行っています。）。

２　上場株式等以外の配当等の場合
　　源泉徴収税率は、２０.４２％（住民税なし）です。

　非居住者又は外国法人に支払う所得の源泉徴収事務は、非居住者又は外国法人に対して国内において生じ
た所得（以下「国内源泉所得」といいます。）のうち源泉徴収の対象となる所得を支払う際に、一定の税率
により所得税及び復興特別所得税を徴収して納付する事務です。
　なお、源泉徴収の対象となる国内源泉所得の種類と税率等は次のとおりです（所法２４、１６１、２１２、２１３、
措法８の２、９の３、９の３の２、９の６、３７の１１の４、３７の１１の６、４１の９、４１の１２、４２、復興財確法
２８、３１）。

Ⅱ　内国法人に対して支払う報酬・料金等 （所法１７４、１７５、２１２③、２１３②、所令２９８、２９９、
  復興財確法２８、３１）

源泉徴収の対象となる報酬・料金等 税 額 の 計 算 方 法

馬主に支払う競馬の賞金 ｛支払金額－（支払金額×２０％＋６０万円）｝×１０.２１％

第６　非居住者又は外国法人に支払う所得の源泉徴収事務
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源泉徴収の対象となる国内源泉所得の種類 源泉徴収の税率

① 国内において行う組合契約事業から生ずる利益の配分（注１）（所法１６１一の二）

※ 国内に恒久的施設を有する非居住者及び国内に恒久的施設を有する外国法人が

支払を受ける場合に限る。

２０.４２％

２０.４２％

２０.４２％

２０.４２％

２０.４２％

２０.４２％

２０.４２％

２０.４２％

２０.４２％

２０.４２％

② 国内にある土地、土地の上に存する権利、建物及びその附属設備又は構築物の譲

渡による対価（所法１６１一の三）

※ 譲渡対価の金額が１億円以下で、かつ、その土地等を自己又はその親族の居住

の用に供するために譲り受けた個人が支払うものを除く。

１０.２１％

③ 国内において次のような人の人的役務の提供を主たる内容とする事業を行う非居

住者又は外国法人に支払うその人的役務の提供の対価（所法１６１二）

イ 映画や演劇の俳優、音楽家などの芸能人、職業運動家

ロ 弁護士、公認会計士、建築士などの自由職業者

ハ 科学技術、経営管理などの分野に関する専門的知識や特別の技能のある人

④ 国内にある不動産や不動産の上に存する権利、採石権の貸付け、租鉱権の設定、

船舶や航空機の貸付けによる対価（所法１６１三）

※ 土地家屋等の貸付けによる対価で、その土地家屋等を自己又はその親族の居住

の用に供するために借り受けた個人が支払うものを除く。

⑤ 日本国の国債、地方債又は内国法人の発行する債券の利子や外国法人の発行する

債券の利子のうち当該外国法人が国内において行う事業に帰せられるもの、国内に

ある営業所等に預け入れられた預貯金の利子等（所法１６１四）
１５.３１５％（注２）

⑥ 内国法人から受ける剰余金の配当、利益の配当や剰余金の分配などの配当（所法

１６１五）

⑦ 国内において業務を行う者に対する貸付金の利子でその業務に係るもの（所法

１６１六）

⑧ 国内において業務を行う者から受ける次の使用料又は対価でその業務に係るもの

（所法１６１七）

イ 工業所有権などの技術に関する権利、特別の技術による生産方法、ノウハウな

どの使用料又はその譲渡の対価

ロ 著作権、著作隣接権、出版権などの使用料又はこれらの権利の譲渡の対価

ハ 機械、装置、車両、運搬具、工具、器具、備品の使用料

ニ 上記ロ又はハの資産で居住者又は内国法人の業務の用に供される船舶又は航空

機において使用されるものの使用料

⑨ 給与等その他人的役務の提供に対する報酬で国内勤務等に基因するもの、公的年

金等、退職手当等で居住者期間の勤務等に基因するもの（所法１６１八）

⑩ 国内において行われる事業の広告宣伝のための賞金、賞品（所法１６１九）

⑪ 国内において保険業法に規定する生命保険会社、損害保険会社等と締結した保険

契約等に基づく年金（所法１６１十）

⑫ 国内にある営業所等と締結した契約により支払を受ける定期積金の給付補塡金等

（所法１６１十一）

⑬ 匿名組合契約等に基づく利益の分配（所法１６１十二）

１５.３１５％

　（注）１�　「組合契約事業」とは、所得税法第１６１条第１号の２に規定する組合契約に基づいて行う事業をいいます。
　　　   ２�　振替国債及び振替地方債並びに一定の振替社債等の利子については、一定の要件の下に、その者の所有していた

期間に対応する金額の源泉徴収が免除されます（措法５の２、５の３）。
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〔参考〕
　以下の国内源泉所得については、次の税率とされています。



　（注）�　短期公社債で、その発行の際にその銘柄が同一である他の短期公社債の全てとともに振替記載等がされるものにつ

いては、源泉徴収が免除されます（措法４１の１２⑨）。

　非居住者又は外国法人に対する課税については、次のような特例があります。
１　源泉徴収免除証明書によるもの
　�　国内に恒久的施設を有する非居住者又は国内に恒久的施設を有する外国法人が、一定の要件を備えて
いることについて納税地の所轄税務署長から源泉徴収免除証明書（以下「免除証明書」といいます。）
の交付を受け、この免除証明書を国内源泉所得の支払者に提示した場合には、その免除証明書の有効期
間内にその支払者が支払う国内源泉所得のうち特定のものについては、源泉徴収を要しないことにな
っています（所法１８０、２１４）。
２　租税条約によるもの
　�　非居住者又は外国法人の居住地国と我が国との間で租税条約が締結されている場合には、その租税条約
に定めるところにより、非居住者又は外国法人が支払を受ける国内源泉所得に対する所得税及び復興特別
所得税が免除され、又は軽減されることがあります。この所得税及び復興特別所得税の免除又は軽減を受
けようとする場合には、所定の届出書や還付請求書をその国内源泉所得の支払者を経由して税務署長に提
出する必要があります（実施特例省令２〜９の１０）。
　（注）�　租税条約の適用により、その条約で定められている税率が所得税法や租税特別措置法に規定する税率以下となるも

のについては、復興特別所得税を併せて源泉徴収をする必要はありません（復興財確法３３④−）。

　　これらの詳しい手続などについては、所轄の税務署にお尋ねください。

　次の所得などについても、源泉徴収が必要となります。
　詳しくは、国税庁ホームページに掲載されている「源泉徴収のあらまし」をご参照ください（「源泉徴収
のあらまし」は冊子による提供も行っています。）。
①　公社債及び預貯金の利子等
②　定期積金の給付補填金等
③　特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等
④　公的年金等

非居住者又は外国法人に対する課税の特例

第７　その他の所得に対する源泉徴収

　普段、非居住者や外国法人と取引のない個人の方や法人であっても、非居住者や外国法人から国
内に所有する不動産を譲り受けたり、借りた場合、その対価を支払う際には、源泉徴収をしなけれ
ばなりません。
※�　個人の方が、自己又はその親族が居住するために譲り受けたり、借りた場合に支払うもの（譲り受けの対価に

ついては１億円以下のものに限ります。）については、源泉徴収の必要はありません。

ご注意ください！！

源泉徴収の対象となる国内源泉所得の種類 源泉徴収の税率
① 次に掲げる収益の分配等（所法２４、措法８の２）
イ 私募公社債等運用投資信託の収益の分配
ロ 特定目的信託の社債的受益権の収益の分配

１５.３１５％

１５.３１５％

② 上場株式等の配当等（措法９の３、９の３の２）
※ 発行済株式の総数等の３％以上に相当する数又は金額の株式等を有する
個人が支払を受ける配当等を除く。

１５.３１５％　

１５.３１５％　

③ 外国特定目的信託の利益の分配又は外国特定投資信託の収益の分配（措法
９の６） ２０.４２％

④ 源泉徴収を選択した特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等（措法
３７の１１の４）
※ 国内に恒久的施設を有する非居住者が支払を受ける場合に限る。

⑤ 国内において預入等をした懸賞金付預貯金等の懸賞金等（措法４１の９）

⑥ 割引債の償還差益（措法４１の１２） １８.３７８％
（特定のものは１６.３３６％）（注）
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　税額計算の誤りなどにより納め過ぎた源泉徴収税額がある場合には、源泉徴収義務者は、納め過ぎとなっ
た理由、還付を受けようとする金額等を記載した「源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請求書」を
納税地の所轄税務署長に提出してください。所轄税務署において還付請求書の内容を検討し納め過ぎとなっ
ている額が確認できた場合には、源泉徴収義務者に還付することになっています（国税通則法５６）。
　なお、年末調整による過納額の還付の請求については、これとは別に、その手続が定められていますので、
詳細については毎年、年末調整を行う時期に税務署から配布する説明書（「年末調整のしかた」）をご参照く
ださい。

　給与等や退職手当等、報酬・料金などの支払者は、その支払の明細を記載した源泉徴収票や支払調書を一
定の期限までに本人に交付したり、あるいは税務署長に提出しなければならないことになっています（所法
２２５、２２６）。
　以下、給与等及び退職手当等の源泉徴収票と報酬・料金などを支払った場合の支払調書の提出等について
説明します。
１　給与所得の源泉徴収票
　⑴�　給与等の支払者は、各受給者について、その年の１月から１２月までの間に支払の確定した給与等の金
額や源泉徴収税額などを記載した「給与所得の源泉徴収票」を２部作成し、そのうち１部を合計表とと
もに翌年１月３１日まで（年の中途で退職した受給者については、退職後１か月以内）に、税務署長に提
出し、他の１部を受給者に交付しなければなりません（所法２２６①、所規９３①）。

　　�　なお、年の中途で退職した受給者の源泉徴収票については、その他の受給者分と併せて退職の年の翌
年１月３１日までに税務署長に提出することとしても差し支えありません。

　　（注）１�　外国人労働者が、国内に住所を有するか又は引き続いて国内に１年以上居所を有することにより居住者となる
場合についても、同様の取扱いとなりますので注意してください。

　　　　  ２�　年末調整において、社会保険料控除を受けた国民年金保険料等の金額（＊）があるときは、給与所得の源泉徴収票
の摘要欄に「国民年金保険料等の金額」を記載する必要があります。

　　　　　（＊�） 国民年金保険料等とは、国民年金法の規定により被保険者として負担する国民年金の保険料及び国民年金基
金の加入員として負担する掛金をいいます。

　　　　  ３�　年末調整において所得税法第１９０条第２号に掲げる税額（以下「算出所得税額」といいます。）から控除した住
宅借入金等特別控除額がある場合で、「給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書」に記載され
た住宅借入金等特別控除額（以下「住宅借入金等特別控除可能額」といいます。）が算出所得税額を超える場合に
は、給与所得の源泉徴収票の摘要欄に「居住開始年月日」及び「住宅借入金等特別控除可能額」等を記載するこ
ととなっていますので、記載漏れのないように注意してください。

　⑵�　給与等が、次のいずれかに該当するものである場合には、その給与等については、⑴にかかわらず源
泉徴収票を税務署長に提出する必要はありません（所規９３②）。

　　イ�　年末調整をした給与等（次のロ及びハの給与等を除きます。）で、その年の給与等の支払金額が
５００万円以下であるもの

　　ロ�　法人の役員（相談役、顧問その他これらに類する人を含みます。）に支払う給与等で、年末調整を
したその年の給与等の支払金額が１５０万円以下であるもの

　　ハ�　弁護士（外国法事務弁護士を含みます。）、公認会計士、税理士、弁理士などに支払う給与等で、年
末調整をしたその年の給与等の支払金額が２５０万円以下であるもの

　　ニ�　 「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」を提出した人に支払う給与等で、年末調整をしなかっ
たその年の給与等の支払金額が２５０万円以下であるもの（役員の場合には、５０万円以下であるもの）

　　ホ�　 「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」を提出しない人に支払う給与等で、その年の給与等の
支払金額が５０万円以下であるもの

　⑶　源泉徴収票の交付等に関して次のような特例が認められています。
　　イ�　給与等の支払をする者は、給与等の支払を受ける人の承諾（注）を得て、書面による給与所得の源泉徴

Ⅰ　源泉徴収税額の過誤納額の還付

Ⅱ　源泉徴収票及び支払調書の提出

第８　　そ　　の　　他
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収票の交付に代えて、給与所得の源泉徴収票に記載すべき事項を電磁的方法により提供することがで
きることとされています。この提供により、給与等の支払をする者は、給与所得の源泉徴収票を交付
したものとみなされます。

　　　�　ただし、給与等の支払を受ける人の請求があるときは、給与等の支払をする者は書面により給与所
得の源泉徴収票を交付する必要があります（所法２２６④⑤）。

　　　�　なお、給与所得のある人が確定申告を行う場合には、下記ハによる場合を除き確定申告書に給与所
得の源泉徴収票を添付する必要がありますが、この場合には、下記ロによる場合を除き電磁的方法に
より提供を受けた人がプリントアウトしたものではなく、従来どおり書面により交付を受けたものを
添付する必要があります（所令２６２③）。

　　　 （注）�　給与等の支払をする者は、あらかじめ、その給与等の支払を受ける人に対し、その用いる電磁的方法の種類及び
内容を示し、書面又は電磁的方法によって承諾を得る必要があります（所令３５２の４①）。

　　ロ�　e-Tax により確定申告を行う際の添付書類として、電磁的方法により提供される「給与所得の源泉
徴収票」のうち、国税庁が定める一定のデータ形式で作成され、かつ、源泉徴収義務者等（交付者）
の電子署名が付与されたものについては、オンライン送信が可能となっています。

　　ハ�　e-Tax を使用して所得税及び復興特別所得税の確定申告書の提出を行う場合には、給与所得の源
泉徴収票の添付に代えてその記載内容を入力して送信することができることとされています（この
場合、税務署から提示又は提出を求められたときには、給与所得の源泉徴収票を提示又は提出する
必要があります。）。

２　退職所得の源泉徴収票
　⑴�　退職手当等の支払者は、各受給者について支払の確定した退職手当等の金額や源泉徴収税額などを記
載した「退職所得の源泉徴収票」を２部作成し、そのうち１部を合計表とともに退職後１か月以内に税
務署長に提出し、他の１部を受給者に交付しなければなりません（所法２２６②、所規９４①）。この場合、
その年中の源泉徴収票を取りまとめて、翌年１月３１日までに税務署長に提出することとしても差し支え
ありません。

　⑵�　法人の役員（相談役、顧問その他これらに類する人を含みます。）以外の人に支払う退職手当等につ
いては、⑴にかかわらず、源泉徴収票を税務署長に提出する必要はありません（所規９４②）。

　⑶　退職所得の源泉徴収票についても上記１⑶と同様の取扱いが認められています。
３　報酬・料金等の支払調書
　⑴�　所得税法第２０４条第１項各号等に掲げる報酬・料金、契約金、賞金又は診療報酬の支払者は、その報酬・
料金、契約金などについてその支払を受ける者ごとに支払金額や源泉徴収税額などを記載した「支払調
書」を作成し、翌年１月３１日までに合計表とともに税務署長に提出しなければならないことになってい
ます（所法２２５①三、所規８４①）。

　⑵�　次に掲げる報酬・料金などについては、⑴にかかわらず支払調書を税務署長に提出する必要はありま
せん（所規８４②）。

　　イ�　診療報酬、職業拳闘家、外交員、集金人、電力量計の検針人の報酬・料金及びバー・キャバレー等
のホステス、バンケットホステス・コンパニオン等の報酬・料金については、同一人に対するその年
中の支払金額が５０万円以下であるもの

　　ロ　広告宣伝のための賞金については、同一人に対するその年中の支払金額が５０万円以下であるもの
　　ハ�　馬主が受ける競馬の賞金については、同一人に対するその年中の支払金額の全部につきそれぞれそ

の１回の支払金額が７５万円以下であるもの
　　ニ�　イ、ロ及びハの報酬・料金以外の報酬・料金については、同一人に対するその年中の支払金額が

５万円以下であるもの

４　非居住者等の所得の支払調書
　�　非居住者等に給与等や報酬など一定の支払を行う者は、その支払を受ける人ごとにその支払金額や源泉
徴収税額などを記載した「支払調書」を作成し、翌年１月３１日までに合計表とともに税務署長に提出しな
ければならないことになっています（所法２２５①八、所規８９）。

　�　ただし、その年中の支払金額が５０万円以下である場合には、提出する必要はありません（所法２２５①、
所規８９④）。

　　（注�）「非居住者等に支払われる組合契約に基づく利益の支払調書」のほか、一部の調書については、提出期限や提出範囲
が異なるものがあります。

（注）１　源泉徴収票や支払調書を税務署長に提出する場合において、その種類ごとに、その年の前々年に提
出すべきであった源泉徴収票や支払調書の枚数が１,０００枚以上であるものについては、e-Tax 又は光デ
ィスク等により提出する必要があります（所法２２８の４①）。

　　２　給与等や退職手当等、報酬・料金などの支払者は、①税務署長に源泉徴収票や支払調書を期限まで
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に提出しなかったり、偽りの記載や記録をして提出したりした場合、②その受給者に源泉徴収票を期
限までに交付しなかったり、偽りの記載をして交付（電磁的方法により偽りの事項を提供）したりし
た場合には、一年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処すこととされています（所法２４２①五、六）。

　⑴�　 給与等や報酬・料金、公的年金等の支払を受ける人が震災、風水害、落雷、火災のような災害によ
り大きな被害を受けたときは、「災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律」（以下「災
免法」といいます。）によって、源泉徴収税額の徴収猶予や還付を受けることができます（災免法３、
復興財確法３３①）。

　　�　なお、これにより徴収猶予や還付を受けた人は、確定申告書を提出して猶予税額や還付税額の精算を
しなければなりません。

　⑵�　災免法に基づき給与等又は公的年金等について徴収猶予を受けようとする場合には、所定の申請書
をその支払者を経由して災害を受けた人の納税地の所轄税務署長に提出（注）（還付を受ける場合や報酬・
料金について徴収猶予を受ける場合は、直接、災害を受けた人の納税地の所轄税務署長に提出）するこ
とになっています。

　　　詳しい手続などについては、最寄りの税務署にお尋ねください。
　　（注�）支払者の源泉所得税の納税地の所轄税務署長に提出しても構いません（この場合でも、申請書の名宛人は、災害を

受けた人の納税地の所轄税務署長としてください。）。

　�　源泉徴収税額のある給与所得者で確定申告をすればその源泉徴収税額の還付が受けられるのは、次のよ
うな人です。
　⑴�　年の中途で退職して年末調整を受けなかった人で、その後その年中に他の所得がないことなどによ
り、給与等について源泉徴収された税額が納め過ぎとなる人

　⑵�　災害により住宅や家財についてその価額の５０パーセント以上の損害を受けたため、災免法の規定に
よる所得税の軽減、免除を受けようとする人

　⑶�　災害、盗難又は横領により住宅や家財について損害を受けた場合や災害等に関連してやむを得ない
支出をした場合に、その損害額や支出した金額が一定の金額を超えるため、所得税法の規定による雑損
控除を受けようとする人（⑵の軽減や免除を受ける人は、その災害による損失額については、この控除
は受けられません。）

　⑷�　支払った医療費が、１０万円か所得金額の合計額の５パーセント相当額かのいずれか低い金額を超え
るため、所得税法の規定による医療費控除を受けようとする人

　⑸�　国や地方公共団体、特定公益増進法人等に対して支払った寄附金、認定特定非営利活動法人等の行う
一定の特定非営利活動に係る事業に関連する寄附金、特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した
金額又は特定の政治献金が２千円を超えるため、所得税法等の規定による寄附金控除を受けようとする
人

　⑹�　所得が一定額以下の人などで、配当所得があるため所得税法等の規定による配当控除を受けようと
する人

　⑺　外国で所得税に相当する税を納めた人で、所得税法の規定による外国税額控除を受けようとする人
　⑻�　住宅の取得等をしたため、租税特別措置法の規定による（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を
受けようとする人や、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用が２年目以降となる人で年末調整
の際にその控除を受けていない人

　⑼�　退職手当等の支払を受ける際に「退職所得の受給に関する申告書」を提出しなかったために、その
支払額に20.42 パーセントの税率で源泉徴収された人で、その源泉徴収税額が退職所得控除額等を適用
して求めた税額を超えている人

　⑽�　政党等に対して政治活動に関する一定の寄附をしたことにより政党等寄附金特別控除を受けよう
とする人

　⑾�　認定特定非営利活動法人等に対する一定の寄附金又は一定の公益社団法人等に対する寄附金が２千円
を超えるため、租税特別措置法の規定による所得税額の特別控除を受けようとする人

　⑿�　一定の耐震改修を行った人で、住宅耐震改修特別控除を受けようとする人
　⒀�　一定の特定改修工事を行った人で、住宅特定改修特別税額控除を受けようとする人及び一定の認定
住宅の新築等を行った人で、認定住宅新築等特別税額控除を受けようとする人

　⒁�　特定支出の額の合計額が給与所得控除額の２分の１相当額（その年中の給与等の収入金額が１,５００万
円を超える場合は１２５万円）を超えるため、給与所得者の特定支出控除の特例の適用を受けようとする人

Ⅲ　災害被害者に対する救済

Ⅳ　給与所得者で確定申告をすれば源泉徴収税額が還付される場合
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＜参考＞各種届出書等の記載例

　○　給与支払事務所等の開設届出書

開設した給与支払事務所
等の所在地の所轄の税務
署名を記載します。

「開設」の内容に応じて
該当するものにレ印を付
します。

開設した支店等の名称や
所在地等を記載します。
開業又は法人の設立の場
合には、記載の必要はあ
りません。

　○　源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

「開設」の文字を○で囲
みます。

フリガナを記載します。

所在地については、ビル
名、部屋番号まで詳しく
記載します。

「開設」の場合には記載
の必要はありません。

提出した月（平成 27 年
３月）の翌月末日までに
税務署長から承認又は却
下の通知がない場合に
は、その日の属する月（平
成 27 年４月）支払分の
給与等から納期の特例の
対象となります。
平 27. ３支払分
　　→平 27. ４.10 納期限
平 27. ４〜 27. ６支払分
　　→平 27. ７.10 納期限

給与支払事務所等の所在
地の所轄の税務署名を記
載します。

所在地については、ビル
名、部屋番号まで詳しく
記載します。

申請書を提出する日の前
６か月間の各月末の人員
と各月の給与等の支給総
額とを記入してくださ
い。この場合、臨時に雇
い入れた人がいるとき
は、その人数を「支給人
員」欄に、その支給金額
を「支給額」欄にそれぞ
れ外書きしてください。
なお、給与支払事務所を
開設した直後にこの申請
を行う場合には、今後の
給与等の支給人員等の見
込みを参考として記載し
ます。

国税の滞納又は納付遅延
等がある場合には、必ず
その理由を記載します。

23．12改正       （源０３０１） 

  
 ※整理番号  

 

給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出書 

（フリガナ） ● ● ● ●  カブシキガイシャ 

氏名又は名称 ● ● ● ● 株 式 会 社 

住所又は 

本店所在地 

〒1 100 - 0 0 3 
東京都千代田区霞が関X－X－X 

電話（ ０３ ）ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ 

（フリガナ） イ シ ダ   ゴ ロ ウ 

 

 

 

 

 

平成 25 年  4 月 19 日 

 

横浜中 税務署長殿 

所得税法第 230 条の規定により次の

とおり届け出ます。 

 

代 表 者 氏 名 石  田  五  郎               ○印   

 (注) 「住所又は本店所在地」欄については、個人の方については申告所得税の納税地、
法人については本店所在地を記載してください。 

開設・移転・廃止年月日 平 成  2 5  年  4  月  5  日 給与支払を開始する年月日 平成 25  年 4  月 25 日 

「給与支払事務所等について」欄の記載事項 ○届出の内容及び理由 
（該当する事項のチェック欄□に�印を付してください。）  

 
開設・異動前 異動後  

□ 開業又は法人の設立   

開設 □ 上記以外 

 ※本店所在地等とは別の所在地に支店等を開設した場合 

開設した支店等の所

在地 
 

□ 所在地の移転 移転前の所在地 移転後の所在地 

□ 既存の給与支払事務所等への引継ぎ 移転 
(理由) □ 法人の合併 □ 法人の分割 □ 支店等の閉鎖 

□ その他（             ） 

引継ぎをする前の 

給与支払事務所等 

引継先の給与支払

事務所等 

 

廃止 □ 廃業又は清算結了 □ 休業 

 

  

 

その他（                 ） 
 

異動前の事項 異動後の事項  

  

 
○給与支払事務所等について 

 開設・異動前 異動後 
（フリガナ） ● ● ● ● カブシキガイシャ ○○シテン  

氏名又は名称 ●●●●株式会社 ○○支店  

住所又は所在地 

〒231 -
神奈川県横浜市中区山下町 
電話（ ０ 54  ）ＸＸＸ－ＸＸＸＸ

〒 

電話（    ）    －     

（フリガナ） キ  ム  ラ   ショウイチ  

責任者氏名 木  村  正  一  

従事員数 役員    人 従業員 ９ 人  （   ）  人 （   ）  人 （   ）  人 計  ９ 人 

(その他参考事項) 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 
※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期 
 

業種 

番号 
 入力  

名簿

等 
 

用紙 

交付 
 

通  信 

日付印 
年 月 日 

確認

印 
  

 

 

 

 

 

 

 

200 3
X－X

24.06 改正                                 （源１４０１－１） 

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書 

 
※整理番号  

（フリガナ） △ △ △  カブシ

サ ト ウ サブロウ

キガイシャ 

氏 名 又 は 名 称 △ △ △ 株 式 会 社 

住 所 又 は 

本 店 の 所 在 地 

〒103 - 0 0 27  

東京都中央区日本橋 X－X－X 

電話  ０３ －ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ 

（フリガナ）  

 

 

 

 

 

平成 25 年 3 月 19 日 

 

 

 

日本橋 税務署長殿 
代 表 者 氏 名 佐  藤  三  郎  ○印  

次の給与支払事務所等につき、所得税法第 216 条の規定による源泉所得税の納期の特例についての承認を申

請します。 

給与支払事務所等の所在地 

※ 申請者の住所（居所）又は本店（主

たる事務所）の所在地と給与支払事

務所等の所在地とが異なる場合に記

載してください。 

〒 

 

 

 

電話    －    －  

月 区 分 支 給 人 員 支  給  額 

24年 9月 

 

9  人  

 

2 ,090 ,000  円  

24年 10月 

 

9  人  

 

2 ,090 ,000  円  

24年 11月 

 

9  人  

 

2 ,090 ,000  円  

24年 12月 

 

8  人  

 

1 ,860 ,000  円  

25年 1月 

 

8  人  

 

1 ,860 ,000  円  

申請の日前６か月間の各月末の給与の

支払を受ける者の人員及び各月の支給

金額 

〔外書は、臨時雇用者に係るもの〕 

25年 2月 

 

8  人  

 

1 ,860 ,000  円  

 

１ 現に国税の滞納があり又は最近に

おいて著しい納付遅延の事実がある

場合で、それがやむを得ない理由によ

るものであるときは、その理由の詳細 

２ 申請の日前１年以内に納期の特例

の承認を取り消されたことがある場

合には、その年月日 

 

該 当 な し 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※税務署 

処理欄 
部門  

決算 

期  
 

業 種 

番 号 
 入力  名簿  

通 信 

日付印 
年 月 日 

確認  

印  
 

 

外 

 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

⎛
⎜
⎨
⎜
⎝

27 15

27 1 27 24

27

26

26

26

26

27

27

24.12 改正
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　○　退職所得の受給に関する申告書

退職年月日（会社の役員
等の退職手当等で、株主
総会等の決議を要するも
のは、その決議により支
払を受ける金額が具体的
に定められた年月日）を
記載します。

在職中に障害者となった
ことに直接基因して退職
した人は、「障害」を○
で囲み、（  ）内に障害
の状態、身体障害者手帳
の交付年月日を記載しま
す。その他の人は「一般」
を○で囲みます。

本年中に支払を受けた他
の退職手当等についての
勤続期間を記載します。

前年以前４年内（その年
に確定拠出年金に基づく
老齢給付金として支払わ
れる一時金がある場合に
は、14 年内）に支払を受
けた退職手当等がある場
合には、その退職手当等
についての勤続期間を記
載します。

　○　源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請求書

この申告書は退職手当等
の受給者が作成します。

この申告書を提出して今
回支払を受ける退職手当
等についての勤続期間と
その年数（１年未満の端
数は切上げ）を記載しま
す。

退職した年の 1 月 1 日現
在で生活保護法による生
活扶助を受けている人
は、生活扶助の「有」を
その他の人は「無」を○
で囲みます。

支払を受ける退職手当等
に特定役員退職手当等が
含まれる場合には、その
特定役員退職手当等に係
る勤続期間を記載してく
ださい。

「③」欄と「④」欄の勤
続期間について、重複す
る部分は二重に計算しな
いように通算した勤続期
間とその年数（１年未満
の端数は切上げ）を記載
します。

提出先の税務署名を記載
します。

「誤納額の計算内容」欄
において計算した差引誤
納額を記載します。

誤納を生じた理由を簡記
します。

納付書に記載した金額等
を記載します。

正しい金額等を記載しま
す。

誤納となった納付に係る
納付書の領収年月日と税
務署名を記載します。

添付書類の名称を記載し
ます。また、添付漏れが
ないかどうか確認してく
ださい。

                                      

25 年 ３月 26 日 

麹町 税務署長   

船橋 市町村長 殿 

退職所得の受給に関する申告書 
平成25年分 

退 職 所 得 申 告 書 

氏 名 山 川 次 郎     ○印  所 在 地 

（住所） 

〒 1 0 0 - 0 0 1 3  

東京都千代田区霞が関 X－X－X 

現 住 所 
〒 2 7 3 - 0 0 0 2  
 千葉県船橋市東船橋 X－X－X 

名 称 

（氏名） ●●●●  株式会社  

その年1月1

日現在の住所 
同 上 

 

このＡ欄には、全ての人が、記載してください。(あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には、下のＢ以下の各
欄には記載する必要がありません。) 

③ この申告書の提出先から
受ける退職手当等について
の勤続期間 

自 13 年  4 月  1  日 
 

至 25 年  3 月 31 日 

年

12  ① 退職手当等の支払を受けること
となった年月日 

25 年 ３ 月 31 日 

うち 
特定役員等勤続期間 

有
無 

自   年   月   日 
至   年   月   日 

年

Ａ 

② 
退職の区分等 

一般      生活 
 ・          の 有 ・ 無 
障害      扶助 

  
うち 
重複勤続期間 

有
無 

自   年   月   日 
至   年   月   日 

年

 

あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＢ欄に記載してください。 

⑤ 
③と④の通算勤続期間 

自   年   月   日 
至   年   月   日 

年 
④ 本年中に支払を受けた他の
退職手当等についての勤続期
間 

自  年  月  日 
 

至  年  月  日  うち 
特定役員等勤続期間 

有
無 

自   年   月   日 
至   年   月   日 

年 
Ｂ 

 
うち特定役員等勤続期間 

有
無 

自   年  月  日 
至  年  月  日 

年
  

うち  
重複勤続期間 

有
無 

自   年   月   日 
至   年   月   日 

年 

 
あなたが前年以前４年内（その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、14 年内) に

退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＣ欄に記載してください。 

⑦ ③又は⑤の勤続期間のう
ち、⑥の勤続期間と重複して
いる期間 

自   年   月   日 
 

至    年   月   日 

年 

Ｃ 
⑥ 前年以前４年内（その年に確定

拠出年金法に基づく老齢給付金と
して支給される一時金の支払を受
ける場合には、14年内) の退職手
当等についての勤続期間 

自  年  月  日 
 

至  年  月  日  ㋑ うち特定役員等勤続 

期間との重複勤続期間 
有
無 

自   年   月   日 
至   年   月   日 

年 

 
Ａ又はＢの退職手当等についての勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算

されている場合には、その通算された勤続期間等について、このＤ欄に記載してください。 
⑧ Ａの退職手当等について
の勤続期間(③)に通算され
た前の退職手当等について
の勤続期間 

自  年  月  日 
 

至  年  月  日 

年⑩ ③又は⑤の勤続期間のう
ち､⑧又は⑨の勤続期間だけ
からなる部分の期間 

自   年   月   日 
 

至    年   月   日 

年 

 うち 
特定役員等勤続期間 

有
無 

自  年  月  日 
至  年  月  日 

年  ㋺ うち 
特定役員等勤続期間 

有
無 

自   年   月   日 
至   年   月   日 

年 

⑨ Ｂの退職手当等について
の勤続期間(④)に通算され
た前の退職手当等について
の勤続期間 

自  年  月  日 
 

至  年  月  日 

年⑪ 
⑦と⑩の通算期間 自   年   月   日 

 
至    年   月   日 

年 

Ｄ 

 うち 
特定役員等勤続期間 

有
無 

自  年  月  日 
至  年  月  日 

年  ㋩ うち  

㋑と㋺の通算期間 
自   年   月   日 
至   年   月   日 

年 

 

Ｂ又はＣの退職手当等がある場合には、このＥ欄にも記載してください。 

特 別 徴 収 税 額 
区  

分 

退職手当等の支

払を受けること

となった年月日 

収 入 金 額 

（円） 

源   泉 

徴 収 税 額 

（円） 
市町村民税 

（円） 

道府県民税
（円） 

支 払 を

受 け た

年 月 日 

退職 

の 

区分 

支 払 者 の 所 在 地 

（住所）・名称（氏名） 

一般 ・ ・     ・ ・ 
一般 
・ 
障害 

 

Ｂ 
特定 

役員 
・ ・     ・ ・ 

一般 
・ 
障害 

 

Ｅ 

Ｃ ・ ・     ・ ・ 
一般 
・ 
障害 

 

（注意）１ この申告書は、退職手当等の支払を受ける際に支払者に提出してください。提出しない場合は、所得税及び復興特別所

得税の源泉徴収税額は、支払を受ける金額の 20.42％に相当する金額となります。また、市町村民税及び道府県民税につ
いては、延滞金を徴収されることがあります。 

２ Ｂの退職手当等がある人は、その退職手当等についての退職所得の源泉徴収票(特別徴収票)又はその写しをこの申告書に 

 添付してください。 
    ３ 支払を受けた退職手当等の金額の計算の基礎となった勤続期間に特定役員等勤続期間が含まれる場合は、その旨並びに

特定役員等勤続期間、年数及び収入金額等を所定の欄に記載してください。 

24.10 改正 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

          

  

  

 

 

         
  

 

 

  
                          

                         

                      

 

 

                          

  

                       

                

 

  
           

 

 

  

 

          

  

 
  

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

   
          

      

 

 

      

 
   

 
  

 

 

 

 
24 12                                       

 

□ □ □ □ カ ブ シ キ ガ イ シ ャ 

□ □ □ □ 株 式 会 社 

10 1 - 0 0 54  

東京都千代田区神田錦町 X－X 

０３ ＸＸＸＸ ＸＸＸＸ 

タ ナ カ  タ ロ ウ 

27 2   20

神 田 田  中  太  郎 

17,867

1  17,000,000 68,917 27 1 9

1 17,000,000 51,050退職 26年12月

17,867
神 田

源泉徴収簿 
元帳（退職金、預り金）

 

○ ○ ○ ○ △ △
普通 ＸＸＸＸＸＸＸ

27 27

27 27
15
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給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（納付書）の記載例

　納付書には、納付する税額のほか、その月の給与等の支払を受ける人の数や給与等の支払額などを記載す
ることになっています。
　この納付書は３枚１組の複写式になっていますが、納付するときは切り離さずに最寄りの金融機関や所轄
の税務署の窓口へ提出してください。
　なお、納期の特例の承認を受けている源泉徴収義務者の場合には、この記載例の「納期特例分」の納付書
を使用し、これ以外の源泉徴収義務者の場合には、「一般分」の納付書を使用してください。
（注）�　給与等の支給人員が常時１０人未満である源泉徴収義務者については、給与等や退職所得等、税理士等の報酬・料金に

ついて源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税を年２回（７月と翌年１月）にまとめて納付する納期の特例の承認を
受けることができます（詳しくは３ページを参照してください。）。

＜納付する税額がない場合＞
　�　納付する税額がない場合であっても、所得税徴収高計算書（納付書）は所轄の税務署に e-Tax を利用す
るか又は郵便若しくは信書便により送付又は提出してください。

〔設例〕 納期の特例の承認を受けている源泉徴収義務者の場合

　源泉所得税及び復興特別所得税の納付は、e-Tax（イータックス）を利用した電子納税が便利
です。
　電子納税には、①「ダイレクト納付」を利用する方法と、②インターネットバンキングやＡＴ
Ｍ等を利用して納付する方法があります。
　詳しくは、e-Tax ホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】をご覧ください。

国税収納金整 理資金（納付書）

・・ ・・

平成 年度

給与所得・退職所得等の
所 得 税 徴 収 高 計 算 書
税 務 署 名

税務署 ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

○ 領収済通知書
税 務 署 番 号

給

・・ ・・ ・・

税務署使用欄

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

（記入例）￥
整 理 番 号

数
字
は
記
入
例
を
見
て
黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
で
力
を
入
れ
て

枠
か
ら
は
み
だ
さ
な
い
よ
う
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い｡

区 分

（ 0 1 ）

（ 0 2 ）

（ 0 6 ）

（ 0 7 ）

（ 0 8 ）

（ 0 3 ）

俸給 給料等・

賞与（役員賞与を除く｡）

日雇労務者の
賃金

退 職 手 当 等

税 理 士 等 の
報 酬

役 員 賞 与

同上の支払
確定年月日

支 払 年 月 日
平成 年 月 日 ～ 月 日

（延）

人 員
百 十 人

支 給 額
億 千 百 十 万 千 百 十 円

税 額
億 千 百 十 万 千 百 十 円

平成 年 月

自

至

・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・

, ,, ,

証券受領
一
部

全
部

内
証券受領

証券番号
振 出 人

円

使 用 欄
日 銀

（ 領 収 日 付 印 ）

左記の合計額を領収しました｡

～

国
庫
金
納
期
特
例
分

徴

収

義

務

者

摘
要

住 所

氏 名

（所在地）

（名 称）

（ 0 4 ）

（ 0 5 ）

年末調整による
不足税額
年末調整による
超過税額

本 税

延 滞 税

合 計 額
◎ 合計額の金額頭部には必ず「￥」字を枠の中に記載してください｡
あて先

◎ この用紙は直接機械で処理しますので汚したり折り曲げたりしないでください｡

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・

・・

・・

・・

・・ ・・

～・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

～・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

～・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

～・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・,

, ,, ,
, ,, ,
, ,, ,
, ,, ,
, ,, ,
, ,
, ,
, ,
, ,
, ,

▲

納期等の区分

様（御中）

（電話番号 － － ）

支払分源泉所得税
及び復興特別所得税

デ
タ
ッ
チ
線

デ
タ
ッ
チ
線

2
4
.
9
W
S
7
0
4

Ｎ
Ｃ
Ｌ

国税収納金整 理資金（納付書）

・・ ・・

平成 年度

給与所得・退職所得等の
所 得 税 徴 収 高 計 算 書
税 務 署 名

税務署 ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

○ 領収済通知書
税 務 署 番 号

給

・・ ・・ ・・

税務署使用欄

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

（記入例）￥
整 理 番 号

数
字
は
記
入
例
を
見
て
黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
で
力
を
入
れ
て

枠
か
ら
は
み
だ
さ
な
い
よ
う
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い｡

区 分

（ 0 1 ）

（ 0 2 ）

（ 0 6 ）

（ 0 7 ）

（ 0 8 ）

（ 0 3 ）

俸給 給料等・

賞与（役員賞与を除く｡）

日雇労務者の
賃金

退 職 手 当 等

税 理 士 等 の
報 酬

役 員 賞 与

同上の支払
確定年月日

支 払 年 月 日
平成 年 月 日 ～ 月 日

（延）

人 員
百 十 人

支 給 額
億 千 百 十 万 千 百 十 円

税 額
億 千 百 十 万 千 百 十 円

平成 年 月

自

至

・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・

, ,, ,

証券受領
一
部

全
部

内
証券受領

証券番号
振 出 人

円

使 用 欄
日 銀

（ 領 収 日 付 印 ）

左記の合計額を領収しました｡

～

国
庫
金
納
期
特
例
分

徴

収

義

務

者

摘
要

住 所

氏 名

（所在地）

（名 称）

（ 0 4 ）

（ 0 5 ）

年末調整による
不足税額
年末調整による
超過税額

本 税

延 滞 税

合 計 額
◎ 合計額の金額頭部には必ず「￥」字を枠の中に記載してください｡
あて先

◎ この用紙は直接機械で処理しますので汚したり折り曲げたりしないでください｡

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・

・・

・・

・・

・・ ・・

～・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

～・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

～・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

～・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・,
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▲

納期等の区分

様（御中）

（電話番号 － － ）

支払分源泉所得税
及び復興特別所得税

デ
タ
ッ
チ
線

デ
タ
ッ
チ
線

2
4
.
9
W
S
7
0
4

Ｎ
Ｃ
Ｌ

国税収納金整 理資金（納付書）

・・ ・・

平成 年度

給与所得・退職所得等の
所 得 税 徴 収 高 計 算 書
税 務 署 名

税務署 ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

○ 領収済通知書
税 務 署 番 号

給

・・ ・・ ・・

税務署使用欄

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

（記入例）￥
整 理 番 号

数
字
は
記
入
例
を
見
て
黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
で
力
を
入
れ
て

枠
か
ら
は
み
だ
さ
な
い
よ
う
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い｡

区 分

（ 0 1 ）

（ 0 2 ）

（ 0 6 ）

（ 0 7 ）

（ 0 8 ）

（ 0 3 ）

俸給 給料等・

賞与（役員賞与を除く｡）

日雇労務者の
賃金

退 職 手 当 等

税 理 士 等 の
報 酬

役 員 賞 与

同上の支払
確定年月日

支 払 年 月 日
平成 年 月 日 ～ 月 日

（延）

人 員
百 十 人

支 給 額
億 千 百 十 万 千 百 十 円

税 額
億 千 百 十 万 千 百 十 円

平成 年 月

自

至

・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・

, ,, ,

証券受領
一
部

全
部

内
証券受領

証券番号
振 出 人

円

使 用 欄
日 銀

（ 領 収 日 付 印 ）

左記の合計額を領収しました｡

～

国
庫
金
納
期
特
例
分

徴

収

義

務

者

摘
要

住 所

氏 名

（所在地）

（名 称）

（ 0 4 ）

（ 0 5 ）

年末調整による
不足税額
年末調整による
超過税額

本 税

延 滞 税

合 計 額
◎ 合計額の金額頭部には必ず「￥」字を枠の中に記載してください｡
あて先

◎ この用紙は直接機械で処理しますので汚したり折り曲げたりしないでください｡

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・

・・
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納期等の区分

様（御中）

（電話番号 － － ）

支払分源泉所得税
及び復興特別所得税

デ
タ
ッ
チ
線

デ
タ
ッ
チ
線

2
4
.
9
W
S
7
0
4

Ｎ
Ｃ
Ｌ

最初と最後の
支払年月日

「納期等の区分」欄に記
入した期間内における各
月ごとの実人員の合計数

整理番号をお
忘れなく！！

法人の役員の職務に対し
て支払った賞与について
記載します。

納付する税
額の合計額

最初と最後の
支払年月

平成27年１月から６月
までに支払った俸給・給
料等の合計額とその税額

平成27年６月30日に
支払った使用人分の賞
与とその税額

平成27年１月から６月
までに支払った税理士
報酬の合計額とその税
額

イータ君


